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当社はコーポレートパーパスの実現に向け、長期ビジョンの

社会的側面の実行を担う「ニッサン・ソーシャルプログラム

2030（NSP2030）」を2023年度に策定しました。日産の
企業価値と社会価値を創造しながら、従業員、取引先、パート

ナー、社会と共に成長し、「人」を中心とした企業になること

を目指しています。各領域では、プログラムを通じて社会に

提供する価値および2030年に向けた目標、指標などを設定
し、各領域の活動は担当部署が責任を持って推進していま

す。当社は、脱炭素をはじめとする事業変革に伴い、従業員、

サプライチェーンに関わる労働者および地域社会に社会的

影響が生じ得ることを認識しています。こうした事業変革の

考え方を前提として、「公正な移行（Just transition）」の観
点から、これらの影響を適切に評価・管理し、重大な負の影

響が生じないよう努めていきます。

取締役会による監督のもと、サステナビリティ委員会にて社

会性に関する全社的な方針や目標設定の論議および決定、各

領域の活動進捗の報告を行っています。サステナビリティ委

員会で審議された事項は、経営会議に付議され、同会議での

審議を踏まえ、議長が最終決定を行います。なお、議題の内容

や重要性に応じて、経営会議からの権限委譲により、サステナ

ビリティ委員会において議長が最終決定を行う場合もありま

す。これらの内容は取締役会に定期的に報告しています。

2 0 2 5年度はサステナビリティ委員会を2回開催し、
「NSP2030」の進捗報告や、サプライチェーンを含む人権
デューディリジェンスの論議などを行いました。

当データブックでは「NSP2030」各領域と、それらに共通す
る人権への取り組み実績を報告します。

また、2021年度より経営層の長期インセンティブ報酬のひ
とつである業績連動型インセンティブ（金銭報酬）に、社会性

の課題を含めたサステナビリティ関連の評価指標を組み込

み、中長期的な企業価値および社会価値の向上を目指して

います。*1

社会性に関する方針・考え方社会性に関する方針・考え方

「NSP2030」 一覧表
領域 社会的価値 2030年目標 取り組み

人権

安全 交通事故およびそれに伴う死傷者の削減、
安心・安全な社会システム構築への貢献

運転支援技術やコネクテッドカーシステムなどの新たなテクノロジーに投資することによって、より安全で、
効率的で、そしてより一層パーソナライズされたモビリティソリューションを創造する

・Pro-PILOT拡大
・次世代LIDARの導入

・交通安全啓発ツールを作成し活動開始
・地域毎に運転者/歩行者教育プログラムを推進

品質 製品・サービス品質によるお客さまの満足 トップレベル品質*2、品質不具合ゼロ、コンプライアンス問題ゼロを達成する ・お客さまフィードバックに基づく品質向上 ・監査機能の強化

知的財産 人・社会・地球の共存共栄に貢献する、 
IPエコシステムを通じた効率的/効果的なイノベーションの促進

他社とともに知的財産活動を推進し、イノベーションを促進することにより、社会課題の解決に貢献する 
（IPエコシステム）

・知財創出の促進
・確実な知財保護

・知財ライセンスの促進
・知財権行使の推進（模造品対策）

責任ある調達 サプライチェーンにおける人権尊重の推進および
人権への負の影響の軽減と防止 「人権侵害ゼロ」を目指して、サプライチェーンにおける人権デューディリジェンスの仕組みを構築する ・人権デューディリジェンスの実行 ・苦情処理メカニズムの運用

地域社会 教育機会の提供、被災地支援、地域が抱える社会課題への対応 日産らしさを活かして社会課題を解決するとともに、次世代の子どもたちの可能性を広げる ・地域貢献活動の企画および推進

Power of employees 従業員一人ひとりが自信を持ち、支えられ、自分らしさを発揮できるような働き甲斐のある職場環境を築くことで、従業員の能力が最大限に発揮できることを目指す

従業員の人権 ・人権を尊重する企業文化、具体的なルールの発展と浸透促進
・個人の尊厳や地位の保護、活力の付与 人権尊重を通じた「人を中心とする企業文化」の実現 ・従業員のデューディリジェンス実施拠点範囲の拡大

・デューディリジェンスの強化および人権に対する意識の向上

ダイバーシティ、
エクイティ&
インクルージョン

・多様性豊かな従業員が尊重し合える環境を実現
・そこから生まれる独自性に溢れ革新的なクルマやサービスで、人々の生活
を豊かに

一人ひとりの個性を尊重し、インクルーシブでワクワクする日産の実現 ・DEIマインドの醸成
・従業員主体のDEI活動の確立

・インクルーシブな職場環境・制度の拡充拡大
・パートナーシップ/コミュニティへの拡大

従業員の能力開発 個人のエンプロイアビリティの向上、変革に対応できる人財の育成 
（個々人の対応力の向上） 高いスキルとモチベーションを持った従業員の育成

・グローバル共通のトレーニングプラットフォームの導入と推進
・広く従業員に重要なスキル*3の習得の機会を提供する
・テクノロジーを活用することにより学び体験を充実化する
・実効性のある学びを得られる機会を創出する
・タレントアクセラレーションプログラムの見直しと再構築

労働安全衛生 ・社会全体の生産性向上
・医療機関への負担軽減 従業員が安全・安心・健康に働くことができ、活気ある職場の実現 ・従業員のメンタルおよびフィジカルヘルス、ウェルビーイングの改善

・労働災害の根絶

*1　環境課題も含めたサステナビリティに関わる業績連動型インセンティブはこちらをご参照ください。　>>>P010
*2　製品品質、セールス&サービス品質において各市場にてトップ3になる。
*3　重要スキル：電動化、コネクテッド、自動運転、デジタル、先進技術、リーダーシップ
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人権に関する方針・考え方

日産は、従来より人を大切にし、人権を尊重することを経営の

基本としており、その姿勢を2001年に制定した「日産グロー
バル行動規範」に明記しています。すべての国・地域で適用

される法令や基準、企業の規則を遵守することが事業活動の

基本であること、すべてのステークホルダーの人権が尊重さ

れること、ならびに日産の従業員が最高の倫理基準に基づい

て行動することが不可欠であるとの認識を全従業員で共有

しています。

日産は、人種・民族・国籍・文化・宗教・性別・性的指向・

性表現・性自認・障がい、婚姻・その他の理由に基づく差別

やいかなる形態のハラスメント、およびサプライチェーンに

おける強制労働や児童労働といった人権侵害を容認してい

ません。

こうした人権尊重の想いは、コーポレートパーパスにも込め

られ、さらに全従業員共通の行動指針「日産ウェイ」（2019
年度改訂）の5つの価値観のひとつとして、“人に誠実に、社会
に誠実に”を定義し、人権尊重を企業文化の基盤として位置

づけています。2021年度には、CEOのもとに人権に関する
特別プロジェクトチームを発足、社内各部門から選抜された

メンバーが約8ヵ月間にわたり人権尊重に関する社会動向・
要請の確認、外部有識者との意見交換を行い、日産として取

り組むべき方向性を最高意思決定機関である経営会議に提

*1　「日産人権方針」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
*2　「日産グローバル人権ガイドライン」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
*3　「日産サステナビリティデューディリジェンス基準」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/

案、承認されました。本提案では、「日産の人権尊重のありた

い姿」を定義するとともに、人権マネジメント強化の重要課

題・方策・社内体制を明確にしました。2022年度以降、定常
の部門横断業務として継続的に推進、従業員やサプライ

チェーンなどにおける人権の取り組みを今まで以上に浸透

させるため、人事や購買など主要部門が日常管理レベルへの

落とし込みを行っています。

「日産人権方針」

日産は2004年から「国連グローバル・コンパクト」に参加し、
「人権・労働・環境・腐敗防止」についての普遍的10原則に
基づいてサステナビリティの取り組みを推進しています。日

産は世界人権宣言（UDHR）、市民的および政治的権利に関
する国際規約（ICCPR）、経済的、社会的および文化的権利に
関する国際規約（ICESCR）、国際労働機関（ILO）の労働にお
ける基本的原則および権利に関する宣言（ILO中核的労働基
準）に記載された人権を尊重することにコミットしています。

また、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP：
UN Guiding Principles on Business and Human 
Rights）」に則り、日産の事業活動から生じ得る人権への悪
影響を積極的に防止するために、2017年6月に「日産の人権
尊重に関する基本方針」（初版）を策定・公表しました。2021
年7月の同方針改訂を経て、2025年3月に2回目となる改訂
を行い、「日産人権方針」*1へと刷新しました。

同じく2025年3月に、方針の遵守と実践をより確実なものと
するため、従業員向けの人権尊重の具体的な取り組みをま

とめた「日産グローバル人権ガイドライン」を改訂*2するとと

もに、欧州法規などの要求事項への対応を見据え、「日産サ

ステナビリティデューディリジェンス基準」*3を新たに制定し

ました。

日産は、これらの方針やガイドライン・基準に基づきコーポ

レートパーパスの実現に向けて、企業としての責任を果たし、

人権尊重への取り組みを進めていきます。

これまでの人権尊重に関する取り組み詳細は以下をご参照

ください。

 人権尊重に関する取り組み一覧表

～日産の人権尊重のありたい姿～
・ステークホルダーと真摯に向き合い、それぞれの課題やリスクに
寄り添いながら、人権を尊重することが自然と日々の業務で実践
されている。

・日産のビジネスにかかわるすべての人が、多様性が尊重された職
場環境で安心して個々の能力を最大限に発揮している。

人権人権

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HUMANRIGHTS/MILESTONES/
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人権に関するマネジメント

日産は「日産人権方針」に基づき、CEOが議長を務めるサ
ステナビリティ委員会において、人権に関するガバナンスを

推進しています。各部門や海外統括会社は人権の取り組み

を統括するサステナビリティ推進部に定期的に報告、同部

はそれらの内容を踏まえサステナビリティ委員会・経営会

議に報告・提案し、取締役会にも報告します。2021年度よ
り、経営層の長期インセンティブ報酬のひとつである業績

連動型インセンティブ（金銭報酬）に、サステナビリティ評価

指標として人権尊重に関する項目を追加しました。2024年
度には指標および配分の見直しを行い、一層の取り組み強

化を図るなど、日産の事業活動のあらゆるレベルで人権が

尊重されるよう、浸透と定着を図り、日常管理から取締役会

まで人権ガバナンス体制を強化しています。*1

日常管理では、サステナビリティ・購買・広報・コンプライア

ンスほか社内関連部署・各地域統括会社のメンバー数十名

が参画するグローバルな部門横断の人権ワーキンググルー

プで以下の5つの課題解決に取り組み、その進捗状況・結果
をサステナビリティ委員会に年2回報告、取締役会にも報告
しました。

①従業員人権デューディリジェンススコープ拡大

②人権トレーニング拡大・強化

③取引先向け苦情処理メカニズム構築

④ステークホルダーエンゲージメント 
（含む重大な申立てへの対応）の実施・強化

⑤ディ―ラーの人権デューディリジェンス実施

*1　業績連動型インセンティブのサステナビリティに関する評価指標の詳細はこちらをご参照ください。　>>>P010
*2　リスクマネジメントに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/COMPANY/GOVERNANCE/RISK_MANAGEMENT/
*3　CMRT（Conflict Minerals Reporting Template）　責任ある原材料調達のマネジメントの詳細はこちらをご参照ください。　>>>P077
*4　取引先向け苦情処理メカニズムの詳細はこちらをご参照ください。　>>>P076
*5　TPC: Third Party Complianceの略。

日産では、社内方針・ルールの変更規定、社外の関連法令・

基準・ガイドライン、さらには社会的要請に従って定期的に

見直される「日産人権方針」と「日産グローバル人権ガイドラ

イン」に基づく人権デューディリジェンスを継続的に行うこと

で、人権尊重の取り組み強化と人権課題のリスク低減を目指

しています。

また、こうした人権への取り組み状況を適時・適切に社内外

に開示・報告しています。加えて、「グローバルリスク管理規

程」に基づく全社のコーポレートリスクマップに「人権」も織り

込んで管理を行い、その状況を定期的にコーポレートリスク

マネジメント委員会および取締役会に報告しています。*2

項目名 2025年度目標 2025年度結果

①従業員人権 
デューディリジェンス 
スコープ拡大

人権デューディリジェンス
の実施

実施済み、改善計画を 
フォローアップ中

②人権トレーニング拡大・強化 人権e-ラーニング 
（更新版）などの実施 グローバルで実施済み

③サプライチェーンの人権マ
ネジメント 
（1.原材料調達、2.取引先向
け苦情処理メカニズム）

1．重点材料のデューディリ
ジェンス推進

2．通報内容、通報対象ス
コープの拡大

1．重点材料の妥当性評価お
よびCMRT調査の実施*3

2．人権ホットラインの運用
拡大*4

④ステークホルダー 
エンゲージメント 
（含む重大な申立てへの対
応）の実施・強化

2025年度のコミュニケー
ションプランの実施 
（重大な申立てのプロセス
確認を含む）

実施済み 
（NGO／国際機関／組合と
のエンゲージメント実施）

⑤ディ―ラーの人権 
デューディリジェンス実施

日産人権方針を契約に 
織りこみ、 
デューディリジェンス 
プロセスの構築

日産人権方針をグローバ
ルのディーラー契約へ織り
こみ済、既存のTPC*5プロ
セスを活用し、ディーラー
デューディリジェンスの枠組
みを構築中

取締役会レベル

日常管理レベル

シニアレベル

人
権
ガ
バ
ナ
ン
ス
レ
ベ
ル

提案/報告

承認

承認

提案/報告

提案/報告

承認

サステナビリティ推進部

経営会議

サステナビリティ委員会

取締役会

各地域の統括会社人権ワーキンググループ
（購買・広報・コンプライアンスなど）

＜人権ガバナンス体制図＞

https://www.nissan-global.com/JP/COMPANY/GOVERNANCE/RISK_MANAGEMENT/
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人権に関する実績

日産は人権について包括的に取り組む必要性を認識し、顕在

的・潜在的なリスクを把握したうえで、事実をモニター・評価

し、対応策を講じることが重要と考えて活動を進めています。

人権デューディリジェンス

日産は国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」（UNGP）な
らびに「責任ある企業行動のためのOECD*1デュー・ディリジェ

ンス・ガイダンス」に則り、人権デューディリジェンスのプロセス

を策定・運用しています。定期的に人権アセスメントを行い、人

権リスクの特定・予防・軽減に努め、課題に対して速やかに是

正措置を講じています。是正措置の実施状況および結果につ

いては継続的にモニタリングし、人権リスクへの対処状況を公

表することで、人権マネジメントのPDCAを回しています。
また、サプライチェーンにおいても、同様のプロセスを適用し、

「日産取引先サステナビリティガイドライン」をもとに、定期

的に第三者による評価を実施し、その結果をモニタリングし、

取引先と改善を図っています。*2

*1　OECD：経済協力開発機構
*2　サプライチェーンにおける人権の取り組みに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P075
*3　従業員の人権の取り組みに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P083

なお、従業員とサプライチェーンにおける人権への取り組み

に関する詳細はそれぞれ従業員の人権章*3と責任ある調達

章をご覧ください。

人権尊重重点分野の更新

2023年度に米国のサステナビリティ推進団体（NPO）である
BSR（Business for Social Responsibility）とともに、2018
年以来2回目となるコーポレートレベルの人権アセスメントの
一環として、人権尊重重点分野の特定・更新を行いました。

具体的には、自動車会社として人権に影響を及ぼす要素を特

定するべく、人権リスクの重要度（範囲、規模、修復可能性、発

生可能性）と事業への関連性（関連性、影響度、管理状況など）

の2つを視点とした人権アセスメントを実施し、優先領域と対
応領域に分類しました。優先領域と特定した要素の中から、事

業戦略や事業活動を織り込んで、日産が取り組むべき最優先

領域として6つの重点分野（1.従業員の労働環境、2.取引先の
労働環境、3.製品の安全性とAI、4.プライバシーと情報セキュ
リティ、5.ビジネスパートナーの労働環境、6.コミュニティと環
境への影響）を特定しました。本アセスメントの結果を踏まえ、

それぞれの領域における取り組みを強化していきます。

重点分野の更新
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人権に関する
ステークホルダーエンゲージメント

日産は、社内外の多様なステークホルダーとの対話を継続的

に実施しています。社外との取り組み、社内での取り組みに

関する詳細は以下をご参照ください。

 人権ステークホルダーエンゲージメントの取り組み

エンゲージメントに基づく方針・活動等の強化

一連の人権に関する社内外ステークホルダーエンゲージメ

ントで得たご指摘・フィードバックは、2025年3月に実施した
以下の方針・ガイドライン・基準の改訂・新規策定、および関

連活動に確実に反映し、日産の人権尊重の取り組みを一層強

化しました。

・日産人権方針*1

・日産グローバル人権ガイドライン*2

・日産サステナビリティデューディリジェンス基準*3

・日産取引先サステナビリティガイドライン*4

・責任ある原材料調達への対応方針*5

今後も日産は、社内外ステークホルダーの方々からいただ

いた意見を、人権リスクの評価や報告、コミュニケーションを

含めた人権領域の取り組みに反映させながら、取り組みのさ

らなる強化を実施します。そして自社のみならず、バリュー

チェーン上のライツホルダーを含むステークホルダーとの対

話を継続的に実施し、取り組みを推進します。

*1　「日産人権方針」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
*2　「日産グローバル人権ガイドライン」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
*3　「日産サステナビリティデューディリジェンス基準」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
*4　「日産取引先サステナビリティガイドライン」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SUPPLIERS/
*5　「責任ある原材料調達への対応方針」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/MATERIALS_SOURCING/

関連する方針とガイドラインは下記をご参照ください。
・日産グローバル行動規範　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HUMANRIGHTS/INITIATIVES/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SUPPLIERS/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/MATERIALS_SOURCING/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf
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安全に関する方針・考え方

クルマが広く普及したことで私たちの暮らしは大きく変わり、

多くの人々がモビリティによる自由や利便性、そして運転す

る楽しさを享受してきました。一方で、世界保健機関（WHO：
World Health Organization）が発行したGlobal status 
report on road safety 2023 によると、世界全体で交通事
故によって年間約119万人の方が命を落としています。これ
は世界全体での死亡原因のうち、12番目に多い原因となっ
ています。日産は“走る楽しさと豊かさ”を体現するクルマづ

くりに取り組むとともに、リアルワールド（現実の世の中）にお

ける高い安全性を提供します。

日産は日産車がかかわる交通事故の死者数を実質ゼロにす

る「ゼロ・フェイタリティ」の目標に向け、安全に関する取り組

みを進めています。

安全に関するマネジメント

日産はリアルワールドで発生した事故の分析結果をもとに、

衝突時の安全性能よりも事故そのものを減らすことが「ゼ

ロ・フェイタリティ」の達成に向けて最も効果的であると考え

ており、“ぶつからないクルマ”の実現を目指しています。さら

に、クルマの技術開発のみならず、アカデミアと立ち上げた

バーチャル研究所「交通安全未来創造ラボ」などを通じて、交

通安全啓発活動を実施しています。

*1　個々の技術についての詳細はこちらをご参照ください。日産の安全への取り組み　https://www.nissan-global.com/JP/INNOVATION/TECHNOLOGY/ARCHIVE/SAFETY_TDC/
*2　主な外部安全評価結果（2025年度評価分）に関する詳細は社会性データ（P4）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=4
*3　NCAP：New Car Assessment Programの略。

安全に関する取り組み

“ぶつからないクルマ”の実現に向けて

日産の安全技術開発は、危険が顕在化していない状態から

衝突後に至るまでのそれぞれの状態で発生する危険要因に

対し、最適な支援をクルマが行うことにより乗員の安全をサ

ポートする「セーフティ・シールド」というコンセプトのもとに

行っています。その中でも、衝突回避をサポートする運転支

援技術は事故そのものを減らすために有効であり、新しい技

術の開発と採用の促進に取り組んでいます。

日産は、安全技術を広く迅速に普及させていくことも自動車

メーカーとしての使命だと考えています。

セーフティ・シールドコンセプト*1

日産の安全技術の拡充と獲得した外部評価*2

新車アセスメントプログラム（NCAP*3）は各市場で導入さ

れ、車両試験結果から得られた安全情報を消費者に提供する

ことで、車両購入時の判断をサポートします。日産は「セーフ

ティ・シールド」コンセプトに基づき、衝突安全技術だけでな

く、「360°セーフティアシスト（全方位運転支援システム）」に
より高い安全性能評価を獲得しています。また、自動車工業

会や自動車技術会などの業界活動にも参加し、車両安全対

策活動や戦略的標準化活動を推進し、さまざまな安全技術

の性能評価試験法の国際基準・標準の作成にも貢献してい

ます。近年、戦略的標準化活動は市場創出や競争優位性確

保などにおいても重要性が高まっており、標準化活動を通じ

て国際標準に適合した技術を提供することにより、健全なグ

ローバル市場の発展を支え、社会課題の解決および交通安

全の向上に寄与するイノベーションを実現していきます。

高度運転支援技術 －プロパイロット－
高度運転支援技術「プロパイロット」は、高速道路等の条件下

でアクセル、ブレーキ、ステアリング操作を支援し、運転者の

負担を軽減するシステムです。2016年の製品化以降、軽自
動車からSUVまで幅広く搭載し、2019年には高速道路での
同一車線内ハンズオフと車線変更支援を行う「プロパイロッ

ト 2.0」へ進化しました。この運転支援能力はEuro NCAP

アラウンドビューモニターなど

BSW（後側方車両検知警報）、
LDW（車線逸脱警報）など

エマージェンシーブレーキ、
踏み間違い衝突防止アシストなど

SRSエアバッグ、ゾーンボディなど

エアバッグ展開連動ハザードランプなど

衝突が避けられない／衝突

衝突後

危険が顕在化していない

危険が顕在化している

衝突するかもしれない

安全安全

https://www.nissan-global.com/JP/INNOVATION/TECHNOLOGY/ARCHIVE/SAFETY_TDC/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=4
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の先進運転支援評価でも高い評価を獲得しています。

2025年には、運転に必要な状況判断と予測が可能なエンボ
ディドAIを活用した「次世代プロパイロット」が、市街地の複
雑な交通環境に調和し走行する様子を公開しました。この革

新的な運転支援技術は、2027年度に発売予定です。日産は
運転支援のシーンを拡大することで、より安心して運転でき

る体験の提供を目指します。

交通安全啓発活動の推進

日産自動車株式会社は交通安全活動「ハローセーフティキャ

ンペーン」*1の一環として、ヘッドライトの早期点灯をドライ

バーに促す「おもいやりライト運動」を2010年からリードし、
市民活動を活用した双方向のコミュニケーションによる安全

啓発活動を推進しています。また、新潟大学の研究室と連携

して、高齢ドライバーの安全走行を促進・啓発する「ハンドル

ぐるぐる体操」*2を開発しました。そして、2021年3月にネッ
トワーク上に産学連携バーチャル研究所「交通安全未来創

造ラボ」*3を創設し、北里大学、相模女子大学、新潟大学、桐

蔭横浜大学などと協力しながら、交通事故削減に向けた研究

とその研究成果を社会に広める活動を行っています。同ラボ

の取り組みの一つとして、2024年3月には日産の歴代名車
と交通安全の研究内容を体感できるVRワールド「NISSAN 
Heritage Cars & Safe Driving Studio」*4を公開しました。

また2026年2月には、北里大学との共同研究をもとに、日々
の生活の中で足指を鍛えることで高齢者の安全運転と安全

*1　「ハローセーフティキャンペーン」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/
*2　高齢者交通安全「ハンドルぐるぐる体操」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/TAISOU/
*3　「交通安全未来創造ラボ」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/LAB/
*4　「NISSAN Heritage Cars & Safe Driving Studio」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/LAB/ACTIVITY/STUDIO/
*5　「むすんでひらいて あしゆび体操」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/260224-01-j

歩行をサポートする、「むすんでひらいて あしゆび体操」*5を

考案しました。

「おもいやりライト運動」

毎年11月10日「いい点灯の日」にあわせて、「点灯ありがと
う活動」と命名した全国点灯呼びかけアクションを実施して

います。2025年度も北海道から鹿児島まで13地域の賛同
者が参加しました。この活動を通じて、「おもいやりライト運

動」は市民の間に着実に浸透しています。

「交通安全未来創造ラボ」

本ラボでは、多様な取り組みを行っている中、社会問題となっ

ている高齢ドライバーの交通事故削減を優先課題として取り

組んでいます。運転操作に必要な筋力や認知力を高めること

で、主として高齢ドライバーの安全走行を支援する「ハンドル

ぐるぐる体操」を広げる活動を進めています。2025年12月
に、全国のハンドルぐるぐる体操とおもいやりライト運動の賛

同者との合同交流会を開催しました。各地方ならではの交通

安全に関する課題を共有したり、アイデアを出し合ったりする

ことで、参加者に新たな気づきが生まれる有意義な交流とな

りました。

また、北里大学と進めている研究において、足指で地面をつ

かむ力（足指の握力）がドライバーの運転操作に影響を与え

ることが分かりました。足指の握力が低下すると、ハンドル誤

操作の増加、アクセル操作の粗さ、ブレーキ反応の遅れなど、

さまざまな悪影響が生じます。これらの課題を改善するため

に、2026年2月に「むすんでひらいて あしゆび体操」を考案
しました。

これからも交通事故削減に向けてさまざまな取り組みを行っ

ていきます。

主体的に点灯呼びかけアクションを全国で実施

「むすんでひらいて あしゆび体操」

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/TAISOU/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/LAB/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/SAFETY/HELLOSAFETY/LAB/ACTIVITY/STUDIO/
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/260224-01-j
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品質に関する方針・考え方

製品の評価や自動車メーカーのブランド価値は、お客さまか

らの品質評価で決まるといっても過言ではありません。技術

革新がめざましい現在、お客さまが求める品質はますます高

まっています。

世界経済の構図が大きく変化し、各地で都市化が進行する

中、モビリティに対するニーズも増加しています。日産は、世

界中の人々にモビリティがもたらす豊かさを提供することを

使命としていますが、同時に、お客さまに満足してもらえる品

質を常に提供することも自動車メーカーの重大な責務であ

ると考えています。ニッサン・ソーシャルプログラム2030で
は、“トップレベル品質を目指し、品質不具合やコンプライア

ンス問題を起こさないこと”をゴールとして掲げ、取り組みを

進めていきます。

一言で品質といっても、その内容は多岐にわたります。日産

では、製品そのものの使用感から、お客さまがショールーム

で感じる販売員の応対、製品に不具合が発生した際の対応な

ど、製品にかかわるすべてのシーンで高い品質を提供するた

めに、部署や地域を超え、お客さまの声1件1件に真摯に向き
合い、全社的に取り組んでいます。

日産はお客さま中心の考えのもと、「長きにわたり日産車を

お選びいただくために、お客さまの声を第一に、深い満足を

感じていただける製品やサービスの品質を向上すること」を

*1　非連結車両生産委託工場を除く。

目標に、「製品品質」と「セールス・サービス品質」の両面から

取り組んでいます。

クルマそのものの「製品品質」は、お客さまに長く安心して快

適に製品を使っていただくための基本となる品質です。お客

さまがショールームで実際にクルマのドアを開け、シートに座

り、試乗して感じる「感性品質」から、お客さまにお届けする新

車の「初期品質」、長くお使いいただいている間に感じる「耐

久品質」など、製品のライフサイクルすべてにおいてお客さ

まの期待に応えられるような品質の提供を目指しています。

また、お客さまへの対応の質を追求する「セールス・サービ

ス品質」では、店舗への訪問から、注文、納車、点検、車検、再

購入に至るお客さまとのあらゆる接点で期待以上の対応を

提供し、お客さまの満足を向上させる活動を行っています。

品質に関するマネジメント

日産は、お客さまの安全確保と常に満足していただける品質

の提供が、重要な課題であると捉えています。信頼される企

業として持続的な成長を実現するため、グローバルで品質

向上の推進体制を構築し、全従業員が一丸となって活動に

取り組んでいます。多岐にわたる品質向上活動の責任者や

プロセスは、ISO9001に準拠した品質マネジメントシステム
で明確に定められ、グローバルに適用されています。そして、

それらすべての品質項目に対して、必要に応じて適宜マニュ

アルを改訂しています。また、品質マネジメントシステムを構

築し実施していくための指針についての研修を毎年実施。

この研修は全従業員必須としています。なお、車両生産拠点

において、連結・非連結を含めた20拠点*1すべてにおいて

ISO9001の認証を取得しています。

品質に関するマネジメント体制

日産は、品質においてトップレベルを目指すため、チーフ ク
オリティ オフィサー（CQO：Chief Quality Officer）を筆頭
に、品質専任の執行職を選任しています。CQOを議長とする
「CQO Meeting」を毎月開催し、各部門の役員や地域責任
者が参加して、製品品質だけでなく、お客さまが購入前後に

体験するセールス・サービス品質の課題を迅速に解決し、改

善活動を推進しています。

また、コンプライアンス徹底のため、3層構造のモニタリン
グ・監査体制を構築し、監査活動を強化しています。

第1層：各部門が法令・基準の遵守に責任を持ち、モニタリング
を実施

第2層：品質監査室が法令・基準の遵守状況を監査
第3層：内部監査室がリスクに応じた年度計画に基づき監査

品質品質
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品質への取り組み

お客さまの声を品質向上活動に反映

お客さまの期待する価値を提供し、不満に迅速に対応するた

め、日産はお客さまからのすべての声に耳を傾け、企画・開

発からサービスに至るまで、あらゆる品質改善活動に反映さ

せています。

お客さまの声への迅速な対応と
タイムリーな情報共有

日産では、世界各地のディーラー窓口やコンタクトセンター、

調査など、さまざまな機会を通じてお客さまからの問い合わ

せや相談に対応しています。例えば、日本の「お客さま相談室」

には年間約18万件の問い合わせや相談が寄せられています。
お客さまの声に迅速に対応するため、電子化したカタログや

技術資料および「よくあるご質問（FAQ）」検索システムを活
用しています。また、AIチャットやお客さま向けに公開してい
るFAQをご利用いただくことで、お客さまご自身で解決する
ことができ、問い合わせの手間を減らしています。

寄せられたお客さまの声は、従業員がいつでも閲覧できるよ

う社内イントラネットに掲載し、関係役員やマネジメント層に

はメールでタイムリーに情報を共有しています。

お客さまの声を製品やサービスに反映

お客さまの声は、企画、デザイン、開発、生産、販売、サービス

など、あらゆる部門で確実に共有し、製品やサービスに反映

する仕組みを整えています。故障ではないものの、お客さま

が不満を感じる要素も製品の品質に影響します。日産は、お

客さまの不満に応えることも品質向上活動の対象と捉え、改

善に取り組んでいます。

お客さまが製品に求める期待値は、地域、年齢、嗜好によって

異なり、製品の普及度や気候など市場特性の影響を受けるこ

ともあります。日産はグローバルデザインを基本仕様としな

がら、地域のニーズに合わせた対応を行っています。この役

割を担うのが、チーフ クオリティ エンジニア（CQE：Chief 
Quality Engineer）です。CQEは企画段階からクルマづくり
に参画し、お客さまの不満や不具合を減らす取り組みを進め

ています。

お客さまの声は、購入後のアンケートや市場情報、従業員モ

ニターなどから抽出しています。そして、企画・開発工程で優

先順位を決め、対応策を検討し、製品やサービスに反映する

よう努めています。

お客さま視点を醸成するための取り組み

従業員一人ひとりがお客さまの視点に立ちお客さま中心

“Customer Centric”を意識して業務に取り組むことが重
要であると考え、日常的にお客さまの声に触れる機会を設

けるなど、マインド醸成のためのさまざまな活動を推進して

います。

その一例として、お客さまのお困りごとを理解し「お客さまの

ため何ができるのか」を考え、お客さまのおほめの言葉に触

れて、お客さまの期待以上の製品やサービスを提供する大切

さを体感する「カスタマーセントリックワークショップ」を全社

で実施しています。また、役員、従業員、取引先を対象として、

品質の現状や市場のお客さまの声、改善活動、目標達成に向

けての活動をパネルや映像、実際の部品・車両の展示で紹

介する「日産クオリティフォーラム」を実施しています。開発

からサービスにかかわるすべての部門で共催し、体感型のイ

ベントを取り入れ、全従業員のお客さま意識の醸成と品質の

重要性を確認する取り組みを行っています。本フォーラムは

日本をはじめ北米、欧州、中国、東南アジア諸国などでグロー

バルに開催しています。

製品品質の向上

「製品品質」とは、お客さまに長く安心して快適に使用いただ

くための基本となる品質です。日本の“モノづくり”を担って

きた日産にとって、「製品品質」は企業の持続性を支える土台

になるものです。常に品質をお客さま視点で考え、不具合が

発生した場合は迅速に対応し、不具合の再発防止に努めてい

ます。また、お客さまの不満を確実に把握し、その解消に向け

てあらゆるプロセスで対策活動を実施することで、一人でも

多くのお客さまに満足いただけるよう「製品品質」を向上さ

せています。

開発や生産工場での取り組み

感性品質を高め、価値あるデザインのクルマを開発

感性品質とは、実際に見て触って使って感じる質の良さのこ

とです。人が感じる質感は非常に感覚的であるため、客観的

な基準を定める際には入念な調査が必要です。日産では、実

際に購入されたお客さまや購入を検討されている方への調

査を行い、世界の各市場においてお客さまに対する理解を

深めることで、感性に響くクルマづくりを目指しています。社

内で育成した専門スタッフが世界中のお客さまの代弁者とな
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り、価値あるデザインのクルマを開発することに取り組んで

います。

グローバルで均一かつ高品質な製品を生産

日産は、お客さまに期待以上の品質を提供するため、より

良い製品の生産に取り組んでいます。栃木工場ではニッサ

ン インテリジェント ファクトリーを立ち上げ、カーボンニュー
トラルや資源の有効活用など環境への配慮を実現し、電動

化・知能化のニーズに応えるとともに、従業員の負担を軽減

するモノづくりを進めています。このインテリジェント ファク
トリーは、今後グローバルの工場へ水平展開する予定です。

これらの活動を含め、日産は4つの領域で品質向上に取り組
み、新型車の開発段階からお客さまへの納車までのプロセス

全体を網羅し、高品質な製品を安定的に提供していきます。

日産の生産/SCM*1における4つの領域

新型車品質
全工場で初期から 
高品質な車両生産の実現

・新型車のデジタル段階でバーチャル工場を模擬し、シ
ミュレーションやバーチャルリアリティを活用し、設計
部門との連携による車両デザインデータの精緻化
・グローバル車両生産技術センターでの試作車構造工
法の検証

パワートレイン品質
新商品の品質向上と 
安定した品質の実現

・各工程での品質のつくりこみ完結のため、工程ごとの
クオリティゲート設定と良品条件の明確化
・良品のみを次工程に送る仕組みの徹底 
・お客さまの意見を製品設計・工程設計に反映

生産車品質
全工場での安定した 
品質の確保

・工程での造り込み品質の向上とクオリティゲートの設定
・品質要件を満たす信頼性の高い工法・ツールの整備
・人作業品質の安定化のため、マスタートレーナー育成
による高スキル人財のグローバル展開

物流品質
工場出荷品質の維持
お客さまへの高品質車両
の提供

・完成車輸送過程でのグローバル共通評価指標による
品質スコアリング
・各拠点のベンチマークを通じた改善推進

*1　SCM：Supply Chain Managementの略。
*2　VES：Vehicle Evaluation Standardの略。お客さまの目線で設定した300以上の評価項目を評価するため、認定された評価員によって実施する品質評価システム。

あらゆる場面を想定した品質評価を実施

日産では、生産車および開発中の試作車に対して、評価シス

テムVES*2を用いて日々品質評価を行っています。お客さま

の声や意見をもとに基準化された評価項目に従い、専門教

育を受けたVES評価員が厳格なチェックを担当します。評価
は、クルマの内外装の外観評価と走行評価で構成されてお

り、目標とする品質基準が達成されているかをお客さま目線

で確認します。走行評価では、異音、振動、操縦安定性、先進

機能の動作などをチェックします。最終的には、品質責任を担

うCQEが、お客さまの使用シーンを想定して総合的な品質
を確認しています。

市場品質改善活動

市場での迅速な品質改善への取り組み

お客さまの不満や不具合を迅速に察知し対応するため、日産

は販売会社やお客さまとのダイレクトコミュニケーションを

強化しています。

TCSX（トータルカスタマーサティスファクション本部）が販
売会社やお客さま相談室などから情報を収集し、お客さまを

サポートするとともに、開発・生産部門と共有します。原因究

明や対策検討を行い、生産車両に反映することで不具合の

流出防止を推進し、恒久的な対策を実施しています。

また、グローバル展開に伴い、世界各地で発生する不満や

不具合への対応体制も強化しています。そのため、日産は

日本、米国、欧州、中国、メキシコ、ブラジル、南アフリカ、イン

ド、オーストラリア、タイなど、計15ヵ所に「フィールド・クオリ

ティ・センター」を設置しています。これらのセンターでは、5
つのフェーズに分けて市場品質の調査・解析活動を実施し、

現地で迅速に不具合を解析し要因を分析しています。

初期品質の向上

お客さまの潜在的な要望や不満に早期対応するため、開

発責任者であるチーフ ビークル エンジニア（CVE：Chief 
Vehicle Engineer）と品質責任者であるCQEが集まり、市
場からの情報を共有しています。品質改善の進捗を工程ごと

に確認し、発生する可能性のあるリスクを企画段階から可視

5つのフェーズでの市場品質調査・解析活動の概念図
フェーズ 1

実際に起きている現象を 
明確化

●情報収集、分析
●部品、実車での現象確認

フェーズ 2
不具合現象の共有化と 
確認事項、役割分担の決定

●開発、生産、取引先との事実の共有
●開発、生産、取引先間の調査事項、役割 
分担の合意

フェーズ 3
要因解析と対策案の立案

●故障原因分析と試験結果から要因特定
●技術基準（設計/生産）と故障影響解析に
基づく対策案の立案

フェーズ 5
再発防止・水平展開

●技術標準（設計/生産）への落とし込み
●マネジメントプロセスへの落とし込み

フェーズ 4
対策内容の審査

●開発、生産、取引先との対策内容の合意、
決定

●対策品のライン採用と市場展開
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化して、緩和策を検討します。こうしたプロセスを透明性のあ

る判断で進めることで、新車立ち上げ時から高品質を保証し

ています。

耐久品質の改善

お客さまに長く快適にクルマを使用していただくため、樹脂

の変色や変形、表皮の摩耗、メッキの剥がれ、疲労による異音

など、長年の使用で生じる経時劣化への対策を推進していま

す。日産では、保証期間中はもちろん、保証期間後に発生す

る不具合も低減するため、実際に使用された中古車や部品を

回収し、品質確認を行っています。これにより不具合の早期

検出に活用し、さまざまなデータを分析して、劣化しにくい技

術の開発を強化しています。

重大な不具合への公正・迅速な対応について

製品の不具合を防ぐことは私たちの責務ですが、複雑な工業

製品であるクルマづくりでは、万が一に備えることも重要で

す。日産は、透明で公正・迅速な対応をリコールの基本姿勢

とし、法令遵守とお客さまの安全への影響を重視してリコー

ルを決定します。具体的には、お客さまの安全確保と迷惑の

最小化ならびに法令遵守を最優先に判断し、迅速な修理案内

と入庫促進を実施しています。日産が生産・販売したクルマ

に問題が見つかった場合、社内規程に基づき、地域代表とと

もにリコールを決定します。決定後は、お客さまの安全・安心

を最優先に以下を実施します。

•対象車両のお客さまへダイレクトメールで速やかに連絡し、
必要に応じ販売店からも直接連絡

*1　リコール措置案件ごとに1件とカウントした件数のため、各国・各地域のリコール件数合計≠グローバル件数となります。各国当局からの安全関連の調査依頼に対しては100%対応しています。
*2　NPQP、ASESに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/QUALITY/PRODUCTS/ASSURANCE/

•ホームページやマスメディアでリコール情報を公開

•各国当局へ法規に基づき改修・修理実績などを報告

2025年度 リコール実績*1

国・地域 件数（件） 台数（千台）
日本 4 44
北米 15 1,702
欧州 8 396
その他 11 250
グローバル 30*1 2,392

取引先との取り組み

部品の品質や供給に関するリスク対応を含め、日産は取引先

と協働しながら、すべての生産拠点において、部品の設計段

階から品質向上に取り組んでいます。

取引先と推進するリスク評価・低減のマネジメント

グローバル品質マネジメントの強化を図るとともに、日産の

要求レベルを満たせるかを確認するため、取引先各拠点の

生産工程における品質管理状況を現場で確認しています。ま

た、部品を直接納入する取引先だけでなく、その構成部品を

生産する二次取引先も対象とし、幅広い品質向上策に取り組

んでいます。

製品安全・品質向上のための
取引先の監査・トレーニング

日産は、製品安全・安定した品質を確保するため、納入部品

についても取引先と協働しながら監査を実施しています。部

品が納品されるまでには、企画段階での確認、設計図面の作

成、試作品の製作、性能確認、量産体制の確立など、複数の工

程が存在します。日産では、これら一連の流れにおける品質保

証活動をNPQP（Nissan Product Quality Procedure）*2と

して規定し、すべての部品に適用することで、良質な部品が

納品される仕組みを整えています。また毎年多くの取引先

にNPQPトレーニングを実施し、理解促進と徹底を図ること
で、良質な部品の安定した納入体制を構築しています。取引

先の選定に際しては、ASES（Automotive-parts Supplier 
Evaluation Standard）*2により、高水準の生産体制を備え

ているかの評価を実施しており、部品材料についても、取引

先と連携した品質管理体制により、すべての部品で材料認証

を取得していることを確認しています。

さらに、「サプライヤースコアカード」による納品品質や市場

品質の診断や、取引先工場監査を実施し、良質な部品の安

定供給と継続的な品質改善活動の状況を定期的に確認して

います。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/QUALITY/PRODUCTS/ASSURANCE/
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「セールス・サービス品質」の向上

日産は、クルマの品質だけでなく、あらゆる接点でお客さまの

期待を超えるため、店舗でのサービス品質向上にも力を入れ

ています。常に変化するニーズに対応できるよう、明確な計

画を設定し、基盤となる「オペレーショナル・エクセレンス」に

加えて、よりパーソナルでデジタルとのシームレスな体験を

提供する新しい取り組みを各国の販売店へ展開しています。

グローバルディーラーガイドライン

「ニッサン・セールス・アンド・サービス・ウェイ（NSSW）」
は、店舗での購入やサービス体験を継続的に改善するための

グローバル・プロセス・ガイドラインです。最新の顧客動向や

ニーズを反映するため、ガイドラインを定期的に改訂し、リア

ル店舗やデジタル上の接点を問わず、より良い体験の提供を

目指しています。最新の改訂では、コネクテッドサービス体験

のサポートを強化しました。

販売店向け研修とサポート

販売店向け研修開発チーム「日産アカデミー」は、店舗スタッ

フから経営陣までを対象に、ブランド、商品、行動研修など幅

広いプログラムを提供しています。また、販売会社が持続的

に成長できるように、フィールドチームへのトレーニングも継

続し、販売店のオペレーション分析や改善計画の策定・実施

を支援しています。

店舗デザイン

「ニッサン・リテール・コンセプト（NRC：Nissan Retail 
Concept）」は、グローバルに展開する新しい店舗デザイン
で、来店されたお客さまに快適な環境でおもてなししていま

す。電気自動車、NISMO、小型商用車、認定中古車など、ブ
ランドの重要要素をNRCで紹介し、各国で継続的に展開し
ています。

お客さまの声を反映する
「クイック・ボイス・オブ・カスタマー（QVOC）」
日産は、迅速な問題解決と顧客満足度向上のため、「クイッ

ク・ボイス・オブ・カスタマー（QVOC）」を導入しています。
QVOCは、簡単な質問とフリーコメントでお客さまのフィード
バックを収集するツールで、期待以上の体験が提供できたか

を把握します。懸念が示された場合、店舗と日産にアラートを

発信し、迅速な対応を実現することで、顧客ロイヤリティの向

上につなげています。日産は、この仕組みを通じて、卓越した

体験を提供していきます。

新ブランドロゴを掲示したディーラー店舗
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知的財産に関する方針・考え方

自動車産業における知的財産 （「知財」） を取り巻く環境は、
技術開発の「CASE」分野へのシフトにより大きく変化し、多
様化しています。これに伴い、従来の知的財産権の管理にと

どまらず、ソフトウェアやデータの管理、ノウハウの保護など、

広範な知財管理の重要性が増しています。また、産業の垣根

を越えた技術開発により、知財の売買、ライセンス、権利行使

などの機会も拡大しています。そのことは自動車業界以外の

標準必須特許の取り扱いや、異業種間での知的財産紛争な

どの増加に表れています。

さらに、模倣品市場では国際的なサプライチェーンの拡大と

ともに、流通経路が店舗からインターネット取引へ移行し、不

正使用のリスクが高まっています。

こうした環境を踏まえ、日産は以下のような社会的機会と脅

威を認識しています。

・機会：世界中の知的財産が適切に尊重されつつ効率的に活
用されることにより、イノベーションが健全に活性化さ
れ、社会・環境問題の解決に貢献することができる。

・脅威：模倣品市場の拡大は、イノベーションが活性化され
る環境を阻害する。

日産は、知的財産の適切な活用を通じて、グローバルイノベー

ションの推進、個人・社会・地球の共生・共栄を目指します。

そのために、環境の変化を踏まえた柔軟かつ効果的な知的

*1　知財エコシステムとは、知的財産を創造し、保護し、活用する循環を示す知的創造サイクルの概念に加え、そこから生まれる知的財産を基に、人々が互いに、また、社会に対して好影響を及ぼし、自律的に新たな関係が構築され、新たな「知」が育まれ、新たな価値が生み出される、いわば知的財産の生態系を指す。 
（引用元：特許庁 ミッション・ビジョン・バリューズ　https://www.jpo.go.jp/introduction/tokkyo_mvv.html）

*2　2025年12月31日時点で日産が保有する特許ポートフォリオ（登録特許および特許出願中を含む）

財産の創造・保護・活用や、権利の適切な行使を進め、健全

な知財エコシステム*1の構築を推進します。特に、自社・他
社の知財の相互活用に注力し、市場全体でのイノベーショ

ンを推進します。また、行政機関と連携し、知的財産権の行

使や関連法規の適用などにより、模倣品の流通防止を目指

します。

知的財産に関するマネジメント

日産では、グローバル知的財産ポリシーのもと、全社で知的

財産の重要性と効果的な管理運用の必要性を共有し、ガバ

ナンスを強化しています。また、知的財産に関する課題を多

面的に評価し、迅速に対応方針を決定するために、商品企

画、研究開発、生産、ファイナンス、法務、知的財産などの各

部門のメンバーからなる知的財産専門支援委員会を設置し

ています。

知的財産に関する取り組み

イノベーションの推進、
特許ポートフォリオマネジメント

日産は、e-POWERやEVなどに関連する車両電動化、プ
ロパイロットなどに関連する自動運転／自動化、Nissan 

Connectを始めとするコネクテッド・サービスに関連する技
術といった領域をはじめ、市場環境に合わせた持続的なイノ

ベーションを推進しています。また、自社製品の設計自由度

を確保しつつ、対外的な活用に資する特許ポートフォリオの

最適化も図っています。

特許ポートフォリオ*2

電動化
37%

自動運転/自動化
16%

車体/シャシ
13%

エンジン
9%

駆動
7%

生産
5%

コネクテッド/シェア
&サービス

13%

知的財産知的財産

https://www.jpo.go.jp/introduction/tokkyo_mvv.html
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知財ライセンス

日産は、クルマづくりで培った先端技術やノウハウをさまざま

な業種の企業にライセンス展開し、CO2排出量の削減や労

働環境改善に貢献する革新的な製品やサービスの開発をサ

ポートしています。

ライセンシー企業、エンドユーザーとなるお客さまなど、関

係するステークホルダーとの相互の価値創出を通して豊か

な社会を築くため、日産は知財ライセンスに積極的に取り組

んでいます。*1

知財ライセンス 取り組み実績
2025年度は、自治体が主催する知的財産マッチング事業に
参画し、地域企業の3社と4件の技術について、ライセンス契
約を締結しました。今後、各社がそれぞれの市場や用途に応

じて独自に製品化し、販売する予定です。日産は、自動車の生

産、開発で培ったさまざまな技術を社会や産業の発展に役立

てる取り組みを10年以上にわたり行っています。特に生産性
を向上させる技術については、2013年にライセンス契約を
締結した株式会社マイス（本社：神奈川県川崎市）が、作業者

に必要な量のボルトとナットを供給するパーツカウンターを

製品化し、自動車業界を中心に累計約2,000台を販売してい
ます。この装置は、同社の売り上げの約3割を占める主力商
品となっています。マイスの製品販売によりさまざまな製造

現場での生産性改善や、マイスの成長を通して地域経済活

性化に貢献しています。

*1　日産テクノロジーライセンスに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/LICENSE/
*2　日産の模倣品対策に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan.co.jp/SERVICE/SHAKEN/PURE/

模倣品対策

模倣品対策の取り組み

日産は、グローバル本社と各リージョンが連携し、サプライ

チェーン全体に渡る模倣品対策を推進しています。

近年、インターネット取引（EC）プラットフォームを通じて、
模倣品が世界中で容易に流通するようになっています。こ

のような状況に対し、日産は知的財産権を行使し、模倣品の

排除に積極的に取り組んでいます。具体的には、ECプラット
フォームを監視し、不正なオンライン出品の削除をECプラッ
トフォーム事業者に要請しています。また、税関や市場にお

ける模倣品の取締りを関係当局に要請し、そのための研修も

提供しています。さらに、悪質な販売者に対しては、民事訴訟

を提起するなどの法的措置を講じています。

知的財産権の行使に加え、他の取り組みも行っています。模

倣品が誤って購入され、車両に装着されることがないよう、販

売店への研修の提供や、整備業界やお客さまに向けた啓発

活動を実施しています。さらに、効果的な対策を講じるため、

政府へのロビー活動やECプラットフォーム事業者への改善
要請を行っています。*2

知的財産権の行使
権利行使の内容 件数 個数

オンライン出品削除 1,341 -

市場摘発 61 1,010,262

税関差止 70 37,644

民事訴訟 29 -

模倣品に関する啓発活動

日産は、各リージョンの特色に即した啓発活動を展開して

います。

中東では、中東日産会社がUAE経済省と3ヵ年の協定を締結
し、コミュニティ向けの啓発イベントを通じて、知財保護の重

要性に関する認識向上を共同で推進しています。

政府へのロビー活動、ECプラットフォームへの要請

サプライチェーン

知的財産権
の行使

研修／啓発

ロビー／要請

製造 お客さま整備
物流・販売
輸出入

オンライン出品削除
税関差止

市場摘発
民事訴訟

取締当局、販売店への研修
啓発活動

中東日産会社の啓発イベント（純正品と模倣品の比較展示）

https://www.nissan-global.com/JP/LICENSE/
https://www.nissan.co.jp/SERVICE/SHAKEN/PURE/
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サプライチェーン戦略

日産は、「人々の生活を豊かに」というコーポレートパーパス

のもと、「お客様に魅力のある車を届け、喜んでもらうことを

目的に、日産の事業に必要なあらゆる物品・サービスを調達

する。また、そのために競争力のあるサプライヤーベースを

整備し、日産・取引先双方の健全な事業運営に貢献する」こ

とを購買部門のミッションと定めました。

そして、各国・各地域の法令を遵守するとともに、グローバル

に統一された価値・基準をもった一貫性のある調達活動を

展開し、以下の方針（日産購買基本方針）で取引を行います。

１．公正・公平な取引：私たちは高い透明性をもって、公

正・公平かつ誠実に取引を行います。また、企業の大小

を問わず門戸を開き、明確な選定基準に基づき取引先

を選定します。

２．相互信頼・相互繁栄：私たちは取引先に敬意を払うこと

で相互信頼を築き、パートナーとしてともに競争力を強

化し、相互の持続的な成長を目指します。そのためにイ

ノベーションを重視し、よりよい明日に向かい、取引先と

ともに日々の改善を積みかさね進化し続けます。

３．責任ある調達：私たちは、取引先とともに、サプライ

チェーンのあらゆる段階において倫理、社会、環境に配

慮したビジネスの遂行を目指します。

*1　旧：下請法
*2　取適法に関するコンプライアンスの取り組みの詳細はこちらをご参照ください。　>>>P110
*3　パートナーシップ構築宣言（日本語のみ）に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.biz-partnership.jp/declaration/90197-05-23-kanagawa.pdf
*4　「日産取引先サステナビリティガイドライン」（PDF）に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SUPPLIERS/
*5　「バリューチェーンでの活動実績」における取引先との連携に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P057

日本では、「自動車産業適正取引ガイドライン」（経済産業省

発行）にも則した取引の実践に努めています。また、2024
年3月に受けた公正取引委員会からの勧告と、2026年1月
に施行された製造委託等に係る中小受託事業者に対する代

金の支払の遅延等の防止に関する法律（以下、取適法*1）を

踏まえ、全社的な教育を実施して公正な取引を推進してい

ます。*2

取引価格や納期を各取引先と十分協議のうえ決定するなど、

パートナーシップ構築宣言*3の内容遵守に引き続き取り組

みます。

また、取引先各社に対し定期的にアンケートを実施し、取引先

との関係性や満足度、公正な取引慣行に関する懸念等を把

握しています。これにより、一方的な契約条件の押し付けや

不当な取引慣行といった、取引関係における課題の防止、早

期把握、是正につなげ、労働環境や人権が守られた責任ある

調達活動が実施できているかを確認しています。

責任ある調達に関する方針・考え方

取引先との取り組み

日産はグローバルに広がるサプライチェーンのあらゆる段

階において、倫理・社会・環境に配慮したビジネスの遂行を

目指しています。ニッサン・ソーシャルプログラム2030では、
“「人権侵害ゼロ」を目指して、サプライチェーンにおける人

権デューディリジェンスの仕組みを構築する”をゴールとして

掲げ、取り組みを進めています。

日産が大切にすべき価値に加え、持続可能なサプライチェー

ンの構築、すべての部品・原材料を含めた責任ある調達の実

現を目指し、「日産取引先サステナビリティガイドライン」*4、

「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」*5に取引先での実施

が求められる取り組みを定め、取引先およびその取引先への

周知と管理・実践を要請しています。

サステナビリティの取り組みを一層強化するため、「日産サプ

ライヤーCSRガイドライン」（2023年版）から2025年に「日
産取引先サステナビリティガイドライン」へ改訂し、デュー

ディリジェンスの実施を含め、取り組みが求められる7分野・
31項目を説明しています。（次頁表内を参照）
その一環として、取引先に第三者機関による評価を受けてい

ただくことを要請し、また取引先から合意確認書を取得する

責任ある調達責任ある調達

https://www.biz-partnership.jp/declaration/90197-05-23-kanagawa.pdf
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SUPPLIERS/
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ことで、取引先およびその取引先にて同水準の管理をいただ

くことを確認しています。さらに、万が一、「日産取引先サス

テナビリティガイドライン」の違反が発生した際の対応（即時

報告、調査結果、改善計画の報告）を明示し、実際に違反事案

が起こった場合は、社内ルールに基づいた厳正な対処を実施

し、再発防止の徹底に努めています。

また、日産は取引先へ「日産サステナビリティデューディリ

ジェンス基準」に沿ったデューディリジェンスの実現（リスク

評価および分析、リスクの予防および軽減、リスクの監視、苦

情処理メカニズムの設置等）を要請しています。

各方針の発行時には、小冊子の配布や取引先ミーティングの

場などで説明を行い、取引先へ周知を徹底しました。また英

語版や日本語版に加え、中国語版も適宜発行しています。

日産は、取引先との対話を重ねながら人権への負の影響を

防止・軽減するための取り組みを続けています。

日産は、2023年度以降、取引先から苦情申立てを受け付け
る窓口（人権ホットライン）を設置しています。

・通報対象：人権・環境・地域社会への負の影響（取引先に
よる負の影響を含む）
・対象地域：日本・中国・欧州（現地語に対応）
・24時間、365日通報可能
・通報内容保全：倫理ホットラインを専門とする独立した第
三者機関「NAVEX Global社」のシステムを導入
・申立者保護（下記）の明示：取引先に対して報復禁止を日
産から要求すること、また、日産からも報復を受けないこと
・申立者は司法的手続による救済の権利の放棄や秘密保持
義務は要求されないこと
・本窓口を通じて特定された負の影響は、トップマネジメント
層へ報告

*1　プロジェクト詳細はこちらをご参照ください。（英語）　https://thailand.iom.int/blogs/pilot-project-automobile-sector-assessment-migrants-human-rights-nissans-supply-chain-thailand
*2　日産の人権方針・取り組みに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P062

・運用プロセス：下図参照

・更新頻度：3年毎にプロセスを見直し、必要に応じ改訂（トッ
プマネジメント層承認）
・ステークホルダーインボルブメント：運用開始前に対象取
引先5社による模擬通報を実施し、アンケート等を通じてよ
り申立てしやすいプロセス・内容表現へ改善
・受付実績（2026年3月末時点）：2025年度3件 
（2023年度以降、累計4件）
・対応結果：日産または取引先の従業員による人権・環境・
地域社会への負の影響は確認できず。

その他、2025年度取引先における差別などの人権を侵害し
た事例や強制労働・児童労働に関して著しいリスクのある取

引先は日産が確認できる範囲においてはありませんでした。

また、日産は、サプライチェーンにおいて強制労働が重要な

人権課題のひとつであるとの考えのもと、特に負の影響を

受けやすいとされている「移民」に焦点を当て、2023年度、
国連関連機関である国際移住機関（ IOM: International 
Organization for Migration）と協働し、サプライチェーンに
おける移民労働者の人権デューディリジェンスのパイロット

プロジェクト*1を実施しました。

本プロジェクトにより移民労働者の人権侵害およびその発生

可能性などの理解を得るとともに、これらがサプライチェーン

上の重点化すべき人権課題・リスクになりうるものと認識し、

この成果を今後の活動強化の検討にいかしていきます。

「日産取引先サステナビリティガイドライン」

「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」

■取引先に求める7分野・31項目

法令の遵守、競争法の遵守、汚職防止、個人情報・機密情報の
管理・保護、輸出入取引管理、知的財産の保護、反社会的勢力
の排除

■ コンプライアンス
お客さまのニーズに応える製品・サービスの提供、製品・サー
ビスの安全確保、製品・サービスの品質確保

■ 安全・品質

人権尊重、差別の禁止、ハラスメントの禁止、児童就労の禁止、
強制労働の禁止、賃金、労働時間、従業員との対話・協議、安全・
健康な労働環境

■ 人権・労働 環境マネジメント、温室効果ガスの排出削減、大気・水・土壌への
環境汚染防止、省資源・廃棄物削減、化学物質管理、生物多様性
の保全、騒音と振動、工場の安全性

■ 環境

■ デューディリジェンス ■ 責任ある原材料調達 地域社会の生活への貢献、ステークホルダーへの情報の開示
■ コミュニティ・グローバル社会

■ 環境法規制／日産環境基準の遵守
　・マネジメント体制構築
　・化学物質の管理

■ 環境負荷低減活動
　・CO 2／水など排出量データ調査

サプライチェーンマネジメントの方針

日産のグローバル行動規範、環境方針、人権方針*2

サプライチェーンマネジメントの方針・考え方

取引先従業員 取引先担当部署

担当部署*

通報・
相談

通報内容

返答

返答

関連部署

マネジメント層
人権ホットライン
（お取引様専用）
運用を第三者機関に委託

調査・確認
依頼返答

対策結果
報告

事実確認・
是正・改善
依頼

報告

*「従事者指定」を受けたサステナ
ビリティ・コンプライアンス・人事・
法務の各部担当者が担当

https://thailand.iom.int/blogs/pilot-project-automobile-sector-assessment-migrants-human-rights-nissans-supply-chain-thailand
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責任ある調達に関するマネジメント

取引先におけるサステナビリティ活動の評価
およびモニタリング・監査

日産は、材料・部品の調達先約3,500社との直接取引があ
り、さらにその取引先企業にはそれぞれの取引先の企業があ

ることから、日産の活動が多くの企業に影響を及ぼすと認識

しています。日産の人権・環境・倫理を尊重した調達活動を

通じて、よりよい社会への発展に貢献してまいります。日産で

は従来、発注先選定時に「日産取引先サステナビリティガイド

ライン」ならびに、取引先の環境負荷マネジメント体制や日産

との環境活動への合意についても確認してきました。

日産は、2016年から第三者機関（EcoVadis）による取引先
の環境や人権などを含むサステナビリティ活動の評価を開

始し、取引先との相互確認によってサステナビリティ活動の

レベルアップにつなげています。この評価の結果が日産の基

準に満たない場合、改善計画の策定を取引先に依頼し、改善

状況のフォローを実施しています。取引先向けセミナーを実

施し、質問への回答方法や改善計画の策定について、評価機

関からの直接レクチャーも行っています。現時点で購入額の

90%以上の取引先が、第三者評価機関によるアセスメント
済みです。

*1　「日産サステナビリティデューディリジェンス基準」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
*2　当社の人権ガバナンスに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P063
*3　サードパーティーのコンプライアンスリスクにおける取り組みに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P110
*4　中小受託取引適正化法 （旧：下請代金支払遅延等防止法）
*5　独占禁止法: 私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律

日産では、取引先におけるサステナビリティおよび人権尊重

の取り組みを推進するため、購買部門をはじめ、サステナビリ

ティ推進部、コンプライアンス部門、法務部門などが連携し、

日常的に取引先のリスク評価、モニタリング、改善支援に取

り組んでいます。これらの担当者は、取引先のサステナビリ

ティ要件への適合状況の確認、デューディリジェンスの実施、

必要に応じた是正措置要求等を実施し、責任ある調達体制の

維持・強化を図っています。

日産のサステナビリティデューディリジェンスは、リスクベー

スアプローチに基づきサプライチェーンの人権・環境等のリ

スクを特定・評価しています。固有リスクを重大性と発生可

能性で分析し、特定されたリスクを優先順位付けし、社内部

門および取引先と協働して対応を進めています。詳細は「サ

ステナビリティデューディリジェンス基準」*1第4章に記載し
ています。

また、「グローバルサードパーティ・コンプライアンスリスク

管理ポリシー」に基づき、サプライヤー領域においてもコン

プライアンスリスクモニタリングを実施しています。2025年
度のモニタリングにおいて、コンプライアンスの視点で問題

があると特定され、その理由で契約解消になった取引先はあ

りません。*2*3

日産では、取引先と公正・公平な関係を維持するために、全

従業員に対して、毎年取適法*4および独占禁止法*5に関する

各e-ラーニングを必須研修として受講を義務づけています。
さらに購買部門内では、購買担当者が日常業務の中で取引

先のサステナビリティへの取り組み状況を確認するよう、サ

ステナビリティ教育を実施しています。

万が一、取引先からの部品・材料の供給に支障があった場

合、その影響は、日産車の生産だけにとどまらず、サプライ

チェーン全体を含め広範囲に及ぶ可能性があるため、①平

時の取引先の供給リスク確認、②取引先のQCDDMSR実績
確認（品質：Quality、コスト：Cost、納品：Delivery、開発：
Development、経営：Management、サステナビリティ：
Sustainability、リスク：Riskの実績を毎年フォロー）、③取
引先との自然災害などのリスクを想定した生産継続・早期復

旧計画策定の取り組み、といった項目もサステナビリティ活

動の一環として位置づけ、実施しています。

*第三者評価機関より配布

質問表配布*

評価

基準以上 基準未満

高リスク

未受審

受審のフォロー

3年後再受審の要請 翌年度再受審の要請

是正措置の要請

改善状況の確認

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
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外観品質基準適正化を通じた競争力強化

日産は、取引先と、外観品質基準をお客さまの期待値に合わ

せて最適化し、基準の適正化を通してサプライチェーンの構

造課題を解決していくSSA（Smart Standard Activity）を
2024年度から開始しました。
本活動は、日産と取引先との課題を解決するだけでなく、業

界全体の競争力強化を目指しており、2025年度には取引先
のほか、有識者のゲストをお招きし「第一回 SSA Forum」を
開催。各社の事例発表や意見交換を通じ、活動の理解と促進

を図っています。

取引先とのコミュニケーション

日産は、取引先へのタイムリーで的確な情報提供が重要で

あると考え、日産パートナーズカンファレンスを日本および各

海外拠点で開催し、中期計画や年度ごとの購買方針などにつ

いて周知を図っています。

日本の例では、月次で連絡会を開催し、生産計画やさまざまな

業務、依頼事項について直接取引先に伝えるとともに、取引先

からの質問事項や要望に応える場としても活用しています。

事業発展に貢献した取引先をグローバルに
表彰

日産は、毎年グローバルおよび各国拠点のレベルで事業の

発展や業績向上に貢献した取引先を表彰しています。

*1　「品質」における取引先との取り組みに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P071
*2　「バリューチェーンでの活動実績」における取引先との連携に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P057
*3　Regional Appreciation Eventについてはこちらをご参照ください。　https://usa.nissannews.com/en-US/releases/nissan-celebrates-excellence-at-2025-regional-supplier-appreciation-event
*4　「責任ある原材料調達への対応方針」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/MATERIALS_SOURCING/
*5　「日産サステナビリティデューディリジェンス基準」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/

この表彰制度は、品質*1、コスト低減、技術開発といった経

済活動に加え、社会性、環境配慮*2の3つの側面でバランス
のとれた経営を行うという日産の考え方が、グローバルレ

ベルでサプライチェーン全体に浸透することを目的として

います。グローバルでは「Nissan Global Innovation and 
Quality Award」として、年間を通して品質面で優れた取引
先に「GLOBAL QUALITY AWARD」を、商品力向上やブ
ランド向上につながる革新的な取り組みを実践した取引先に

「GLOBAL INNOVATION AWARD」を贈呈しています。
「GLOBAL QUALITY AWARD」は、購買や品質などの関
連部門が、グローバルに統一された品質評価基準に基づい

て選考します。「GLOBAL INNOVATION AWARD」は、商
品技術とプロセスマネジメントの2分野において、開発、生産
など関連部門の推薦を受けた取引先を選考します。

2024年度は、6社が「GLOBAL QUALITY AWARD」を、7
案件・8社が「GLOBAL INNOVATION AWARD」を受賞
しました。

一方、各リージョンでも独自のアワードを実施しており、取引

先との関係性を強化しています。

例えば、北米では、米州の日産グループで取引先への感

謝を伝えるための表彰イベントを実施し、「Monozukuri 
Spirit」「Aftersales」「Sustainabil ity」「Operational 
Excellence」「Quality」5つカテゴリで20社以上が受賞しま
した。*3

責任ある原材料調達

原材料調達への対応方針

日産は2013年にいち早く紛争鉱物調達への取り組み方針
を策定し、2020年7月には「グローバル鉱物調達に関する方
針」を公開しました。2025年には紛争地域および高リスク地
域からの3TG（錫、タングステン、タンタル、金）を含むすべて
の鉱物に加え、バッテリーの製造に必要な鉱物、天然ゴム等、

社会や環境への影響が懸念される原材料へ対象範囲を拡大

し、「責任ある原材料調達への対応方針」*4を公開しました。

日産はグローバル市場におけるサプライチェーンのあらゆる

段階において、倫理、社会、環境に配慮したビジネスが行われ

ることを目指しています。商品の製造に使用する材料や構成

部品に含まれる天然資源において、環境や人権等のサステナ

ビリティ側面への影響に対し、「日産サステナビリティデュー

ディリジェンス基準」*5に沿ってデューディリジェンスを実施

し、自らのサプライチェーンを監視し、懸念がある場合には、

「日産取引先サステナビリティガイドライン」に従って、リス

クを防止・軽減し、改善に向けた対策を実施します。同様の

管理を取引先にも徹底する要請をしています。

https://usa.nissannews.com/en-US/releases/nissan-celebrates-excellence-at-2025-regional-supplier-appreciation-event
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/MATERIALS_SOURCING/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/DUE_DILIGENCE/
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責任ある原材料調達のマネジメント

日産は、倫理、社会、環境に配慮した材料を調達することで、材

料の持続可能な調達の実現を目指す取り組みを行っていま

す。材料の使用量（将来的な使用量の見込みを含む）や倫理、

社会、環境等の側面での潜在リスクの観点から最優先で取り組

むべき材料を特定しており、2024年度に天然ゴムを含む重点
材料を特定しました。2025年度は、その重点材料の妥当性評
価を行い、更新がないことを確認しました。今後も特定された

各材料の潜在リスクを低減し持続可能な調達につなげるため

対策を実施していくと共に、定期的にリスク評価を見直します。

*1　Global Platform for Sustainable Natural Rubber　https://sustainablenaturalrubber.org/
*2　「鉱物調達への取り組み」（PDF）に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/Minerals_j.pdf
*3　RMI：Responsible Minerals Initiativeの略。情報、コミュニケーションテクノロジー業界をはじめとする企業や団体からなり、社会・環境責任の促進に向けて世界的な取り組みを推進する組織。

天然ゴムにおける取り組み

2025年3月に「持続可能な天然ゴムのためのグローバル・
プラットフォーム（GPSNR*1）」に加盟し、「責任ある原材料

調達への対応方針」にて、持続可能な天然ゴム調達への対応

を公開しました。2025年度は本対応方針の実施状況に関し
て、GPSNRから要請された質問事項に対し、取引先と連携
して情報を収集し、回答を作成しました。

コバルトを含むバッテリーの製造に必要な鉱物における
取り組み

コバルトについては、地政学リスクだけでなく、採掘時の環境

負荷や人権問題が指摘されていることを認識しており、使用

量の多いリチウムイオンバッテリーの取引先へヒアリングを

実施し、2018年からサプライチェーンおよび製錬所、精製所
の特定に向けた取り組みを行っています。結果は、「鉱物調達

への取り組み」年次報告書*2にて公開しています。2023年８
月17日に発効したEUバッテリー規則では、コバルトに加え、
天然黒鉛、リチウム、ニッケルおよびその化合物について社

会・環境リスクにデューディリジェンスが求められており、第

三者調査機関を活用した調査を進めています。また、2025

年10月には、規制対象外の取引先を対象に重点材料である
ニッケルに関する対話を行い、人権侵害等の課題は報告され

ていないことを確認しました。

紛争地域および高リスク地域からの3TG（錫、タングス
テン、タンタル、金）を含む鉱物における取り組み

日産は、「OECD 紛争地域および高リスク地域からの鉱物の
責任あるサプライチェーンのためのデュー・ディリジェンス・

ガイダンス」を参照し、デューディリジェンスを実施していま

す。RMI*3が提供する調査票（CMRT：Conflict Minerals 
Reporting Template）を使用し、サプライチェーンを遡る調
査により製錬業者を特定し、当該製錬所が紛争地域の武装勢

力の資金源となる鉱物を調達していないかどうかを確認して

います。

2025年度は、日本、米国、メキシコ、欧州、中国、タイ、イン
ド、南アフリカ、ブラジル、アルゼンチンの10市場で調査を
実施した結果、武装勢力とかかわっているとみられる製錬業

者から調達した鉱物を使用している取引先は確認されませ

んでした。

今回、回答が得られなかった取引先については、引き続き調

査を継続していきます。

これらの取り組みは、「日産サステナビリティデューディリジェ

ンス基準」に沿ってトップマネジメント層へ報告し、今後の取

り組みの決定に反映します。

高リスク

Ta

Au
Sn

Co 天然ゴム

重点材料の特定

材
料
の
潜
在
リ
ス
ク

材料の使用量（見込み含む）少
低

高

多

Ni

C
Li

W

材料の潜在リスク ●：リスク高　〇：リスクあり
材料の潜在リスク 天然ゴム コバルト（Co） ニッケル（Ni） リチウム（Li） 天然黒鉛（C） 錫（Sn） タングステン（W） タンタル（Ta） 金（Au）

倫
理
法支配が脆弱 ● ● 〇 - 〇 ● ● ● ●
賄賂 ● ● 〇 - 〇 ● ● ● ●

社
会

児童労働 ● ● - - - ● - ● ●
強制労働 ● ● - - - ● - ● ●
先住民／地域社会への影響 ● 〇 ● ● 〇 〇 〇 - ●

環
境

CO2排出 〇 〇 〇 - - - - - ●
生物多様性への影響 ● ● ● - - ● - ● ●
精錬時環境汚染 （酸の排出） - ● ● - - ● - ● ●
当該物質の有毒性 〇 〇 ● - 〇 - - - ●

日産として重要と考える潜在リスクを洗い出し、“Material Change”（Drive Sustainability, Responsible Minerals Initiatives, Dragon fly Initiative） などの情報をもとに作成。情報が不足している箇所は‐で表記。

https://sustainablenaturalrubber.org/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/Minerals_j.pdf
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地域社会に関する方針・考え方

日産は、グローバルに生産、販売など多くの活動拠点を持っ

ており、事業を進める上で地域社会と密接にかかわっていま

す。魅力ある製品やサービスを提供することに加え、地域社

会の一員として主体的に貢献することも、企業の重要な使命

だと考えます。

企業が地域社会にさまざまな資源を提供し、地域社会の活性

化や課題解決に参画することは、よりよい事業環境や持続的

に成長する市場を生み出し、企業と地域社会双方の発展につ

ながります。

日産は、複雑化する社会課題に対応するため、NGO・NPO
や行政など多様なステークホルダーと連携し、相互の強みを

生かした活動を展開しています。

金銭的な支援だけでなく、専門技術や知識、自社製品など、

事業を通じて培った資源を生かした独自性の高い活動を推

進し、従業員の積極的な参加も促しています。

社会貢献プログラムの活性化に向けた
2つの重点分野
日産らしさを生かして社会課題を解決するとともに、次世代

の子どもたちの可能性を広げることを2030年に向けた目標
とし、「教育機会の提供」「地域社会への生活向上支援」を重

点分野として活動を推進していきます。

*1　サステナビリティ委員会については以下のページにも記載しています。　>>>P009
*2　グローバル社会貢献支出額に関する詳細は社会性データ（P6）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=6

重点分野「教育機会の提供」

日産は、誰もが共生できる世界の実現に向け、若者や子ども

たちの可能性を広げることが重要と考え、より多くの教育機

会の提供に取り組んでいきます。気候変動をはじめとした社

会課題について理解を深める教育プログラムの提供だけで

なく、創業以来培ってきた日産ならではの創造性や技術を生

かして、さまざまな教育機会の提供を行います。

重点分野「地域社会への生活向上支援」

日産は、あらゆるステークホルダーの権利を尊重し、社会的

な課題解決に貢献すべく、世界各地で多様な支援を行ってい

きます。社会的・経済的に恵まれない人々への金銭的・物的

支援や心のケアなどのソフト面での支援、自然災害や人道的

危機などによる被災者への緊急支援などを実施します。

また、地域のイベントに協力するほか、清掃など事業所周辺

の環境を向上させる活動、自社施設の開放など、さまざまな

地域貢献活動を行います。

地域社会への取り組みに関する
マネジメント

活動推進にあたっては、グローバル共通の社会貢献活動方

針と、2030年に向けた目標および活動の指標を定めていま

す。これらは、サステナビリティ委員会*1にて議論・決定され

ます。各国・地域の社会貢献活動責任者は、この方針や目標

に沿ってそれぞれの地域のニーズに対応した活動を企画し、

進捗をサステナビリティ委員会で報告します。

地域社会への貢献の実績

2025年度の社会貢献活動の実績
グローバル社会貢献活動従業員参加人数：延べ約6万4千人
グローバル社会貢献活動受益者数：延べ110万人以上
グローバル社会貢献支出額*2：約15.1億円

主な緊急人道支援

タイ南部洪水についての支援：

被災地域および被災者への緊急対応として、タイ日産自動車

会社はタイ赤十字社に15万バーツを寄付しました。また、同
社および現地ディーラーはナーン県において救援物資の提

供を行いました。

フィリピン（セブ・ダバオ）地震についての支援：

フィリピン日産社よりフィリピン赤十字社とアンガット・ブハイ

（フィリピンの人道支援NGO）に合わせて100万ペソを寄付
しました。

地域社会地域社会

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=6
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社会貢献活動事例*1

日産は、多様化する地域のニーズに応えるため、日本をはじめ各国で子どもたちを対象とした環境教育やSTEAM*2教育、NGO
や地方自治体との連携による地域社会への貢献活動などを行いました。ここでは各地域における2025年度の代表的な活動を紹
介します。

重点分野 地域 活動名 内容 実績

教育機会の提供

日本 出張授業
NML*3では日産がこれまで培ってきた技術やノウハウを生かした環
境、モノづくり、デザインの3つの出張授業*4を提供しています。

出張した学校数：333校（2025年度）
従業員参加人数：延べ1,408人（2025年度）
授業を受けた累計人数：45万9,900人

中国
日産ドリーム・  
クラスルーム

NCIC*3とDFN*3では環境、モノづくり、デザイン、インテリジェントドラ
イビング、自動車文化や工学の基礎など、多彩な授業を小学生に提供
しています。

累計参加学生数：230万人以上 
従業員参加人数：延べ75人（2025年度）

英国
日産スキルズ・  
ファンデーション

NMUK*3では日産独自の環境、モノづくりプログラムに加え、外部の
2つの国際的な教育プログラム「VEX IQ Robotics」「FIRST LEGO 
League」にも機材や資金、知見などを提供して地元チームを支援して
います。

累計支援学生数：12万人以上 
従業員参加人数：延べ1,335人（2025年度）

地域社会への
生活向上支援

米国
ハビタット・フォー・  
ヒューマニティとの 
パートナーシップ

NGOハビタット・フォー・ヒューマニティは世界約70ヵ国以上で住居
建築や自立支援に取り組んでおり、NNA*3の従業員はボランティアと
して参加しています。

累計参加従業員時間：18万時間以上 
従業員参加人数：延べ970人（2025年度） 
2025年は10件の住宅建築プロジェクトに参加 
累計寄付額：2,200万ドル以上

タイ
WWF生態系保全 
プログラム支援

NMT*3は森林保全や野生生物保護に関するWWFタイの現地調査や
保全活動を、車両や物資の提供を通じて支援しています。

支援実績： 
車両貸与および物資提供 
6万バーツ相当

*1　各国の社会貢献活動の実績に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/CITIZENSHIP/
*2　STEAM：Science、Technology、Engineering、Art、Mathematics
*3　NML：日産自動車株式会社、NCIC：日産（中国）投資有限公司、DFN：東風汽車有限公司東風日産乗用車公司、NMUK：英国日産自動車製造会社、NNA：北米日産会社、NMT：タイ日産自動車会社
*4　3つの出張授業の詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/CITIZENSHIP/VISITINGSCHOOL/
*5　「日産スマートモビリティ」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.smamobi.jp/
*6　詳細はプレスリリースをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/251003-01-j
*7　Moplusに関する詳細はこちらをご参照ください。　https://moplus.co.jp/
*8　「ブルー・スイッチ」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www3.nissan.co.jp/blue-switch.html

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/251128-01-j

地域自治体、ステークホルダーとの連携

新しいモビリティを活用したまちづくりの実証実験
日産は、地域の交通課題解決に向けたモビリティサービスを
推進しています。福島県浜通り地域では、2022年度にオン
デマンド配車サービス「日産スマートモビリティ」*5を、2024
年度にスクールバス運行の効率化支援サービスを導入して
います。横浜市では、2017年度より自動運転モビリティサー
ビスの実証を継続しており、2025年度は関係4社および横
浜市と連携し、専用管制室による遠隔監視体制の構築やサー
ビス運用の検証を進めています。加えて、神戸市では灘五郷
エリアを対象に、「日産リーフ」を用いた自動運転の実証を
2025年度より開始しています。*6

さらに日産と三菱商事株式会社は2025年3月に「Moplus株
式会社」を設立し、地域に最適化したモビリティソリューショ
ンの社会実装を支援しています。*7

ブルー・スイッチの展開
-EVを活用した持続可能でレジリエントな社会への取り組み

「ブルー・スイッチ」*8は、EVを活用した電動化によるソリュー
ションを通じて、脱炭素化や強靭化（災害対策）の実現と地域
社会の発展を目指しています。全国の自治体や企業とともに、
環境、災害対策、エネルギーマネジメント、観光など幅広い分
野で地域課題解決を推進しており、2026年3月末までに連
携している自治体・団体の数は286件に広がっています。今
後もパートナーと連携してEVのさまざまな活用を広めること
で、持続可能な社会の実現に引き続き貢献していきます。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/CITIZENSHIP/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/CITIZENSHIP/VISITINGSCHOOL/
https://www.smamobi.jp/
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/251003-01-j
https://moplus.co.jp/
https://www3.nissan.co.jp/blue-switch.html
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/251128-01-j
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日産はコーポレートパーパスやビジョンを実現すべく、コアビ

ジネスを支えるエンジニアの採用強化を含めた人財戦略「HR 
Ambition 2030」*1を2022年度に設定し、推進しています。
2025年5月に発表した経営再建計画「Re:Nissan」のも
と、従業員数の適正化を進めると同時に、「HR Ambition 
2030」を通じて従業員が自発的に学び、それぞれの能力や
ポテンシャルを発揮、会社と従業員がともに成長し続ける企

業文化の醸成と人財育成に取り組んでいます。

社会性の取り組みを推進するプログラム「NSP2030」では、
「HR Ambition 2030」の中から、社会に関わる人事領域
の取り組みをPower of employeesと定義しました。具体
的には「従業員の人権」「ダイバーシティ、エクイティ&イン
クルージョン」「従業員の能力開発」「労働安全衛生」の4領
域において、2030年に向けた目標をそれぞれ設定していま
す。従業員、地域社会、パートナーとともに成長する「People 
Centric」な企業になることを目指し、各領域の取り組みを推
進しています。

*1　「HR Ambition 2030」に関する詳細は2025年度有価証券報告書（P23）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/IR/FINANCIAL_RESULTS/ASSETS/FR/2025/PDF/fr2025.pdf#page=26
*2　「エンゲージメント」は「日産で働くことへの満足度」と「日産を素晴らしい職場として推薦できる」の2つの要件で構成しています。
*3　グローバルで約8万人が回答しました。（参加率86%）

Power of employees Power of employees – 従業員一人ひとりが力を最大限に発揮するために –– 従業員一人ひとりが力を最大限に発揮するために –

グローバル従業員サーベイ

日産にとって従業員は最大の財産です。多様な人財一人ひとりが力を発揮するとともに、中

長期的に成長できるインクルーシブな組織づくりを目指して、2005年からグローバル従業
員サーベイを実施し、継続的な従業員エンゲージメントの向上に努めています。同サーベ

イでは、各指標への評価に加え、フリーコメント欄も設定し、従業員から率直な意見を広く

集めています。会社の重要指標として「エンゲージメント」*2を継続的にモニタリングしてい

るほか、全社的に優先度の高い重点領域を指標としています。サーベイの結果は各部門や

地域ごとに分析を行い、トップマネジメントの直接的なオーナーシップのもと改善活動に取

り組んでおり、これらの重要指標は役員および管理職層の年次賞与の評価指標のひとつに

設定しています。2026年2月に実施したグローバル従業員サーベイ*3では、「エンゲージ

メント」のスコアにおいて前年比で3ポイント低下しました。その他の重点領域においては、
リーダーシップでスコアアップしましたが、それ以外は変化がありませんでした。従来から

の改善活動に加え、従業員からのコメントを今後の会社の取り組みに反映し、より良い組織

づくりにつなげていきます。

エンゲージメントスコア

666971

2023 2024 2025
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※関係会社を含む日産グループ全体のスコア

https://www.nissan-global.com/JP/IR/FINANCIAL_RESULTS/ASSETS/FR/2025/PDF/fr2025.pdf#page=26
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従業員の人権に関する方針・考え方

日産は結社の自由・団体交渉権の承認、強制労働の禁止、児

童労働の禁止、差別撤廃、 安全で健康的な労働環境といった
ILO中核的労働基準を尊重します。なお、国内法と上記の国
際的に認められた人権基準との間に矛盾がある場合には、可

能な限り国際人権基準を尊重する方法を追求します。

「日産人権方針」 （2024年度改訂）*1の遵守・徹底を目指

し、従業員向けに人権尊重に関する具体的な取り組み内容を

取りまとめた「日産グローバル人権ガイドライン」*2を2025
年3月に改訂、これをグローバルに周知・徹底することで従
業員に対する人権尊重の取り組みをより一層強化していま

す。 同ガイドラインは事業展開先の各国・地域従業員の基
本的権利を尊重し、より安心して働けるようにすること、また

日産の活動と国際社会・地域社会が求める企業の人権課題

への取り組みを一貫させることを目的とし、さまざまな活動

を強化しています。

従業員の人権尊重は組織として不可欠です。ニッサン・ソー

シャルプログラム2030の「Power of employees」領域の
重点分野のひとつに「従業員の人権」を設定し、人権尊重を通

じた「人を中心とする企業文化」の実現を2030年目標（ゴー
ル）として掲げ、従業員が安心して働ける職場環境の構築な

ど、目標達成に必要な体制を整えています。

*1　「日産人権方針」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
*2　「日産グローバル人権ガイドライン」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
*3　「日産グローバル行動規範」に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf
*4　ビジネス倫理の遵守のマネジメントはこちらをご参照ください。　>>>P109
*5　内部通報システムに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P112

従業員の人権に関するマネジメント

日産ではCEOが議長を務めるサステナビリティ委員会に加
えて、日常管理レベルでは各機能部門による人権尊重の取り

組みを推進しています。特に、人権侵害リスク管理・低減に不

可欠である従業員の人権デューディリジェンス領域において

は、グローバルとリージョンで連携し、活動を推進しています。

「日産グローバル行動規範」*3の「多様性の尊重と機会平等」

において、従業員や取引先、お客さま、地域社会の多様性を

評価・尊重し、差別やいやがらせは、どんな形・程度にせよ容

認しないことを定めています。役員および従業員が相互の人

権を尊重し、人種、民族、国籍、文化、宗教、性別、性的指向、

性表現、性自認、障がい、婚姻など、その他の理由による差別

やいやがらせを行うことや、その状態を容認することを認め

ない旨を規定しています。さらに、職場におけるセクシュア

ル・ハラスメントやその他のハラスメント（いやがらせ）を許

さないという立場で、性自認を問わず、すべての従業員が被

害に遭わないよう、防止に努めており、その施策として人権

およびコンプライアンスに関するe-ラーニングをグローバル
全従業員対象の必須研修とし、従業員の意識向上、啓発に努

めています。*4

また、「日産グローバル行動規範」を含むすべての内部

規程に対する違反行為に関しては、内部通報システム

SpeakUp*5の導入により、内部通報が可能となっています。

加えて、日産では従業員一人ひとりの安全と健康を守る観点

から、長時間労働・過重労働の防止に取り組んでいます。

<具体的な取り組み事例>
・PCのON／OFFや生産現場に設置したカードリーダーを
活用した管理システムの導入による、労働時間の適正化お

よび各種休暇取得状況の見える化

・間接部門におけるノンコアフレックスタイム制の導入によ

る自律的な働き方の推進

従業員の人権従業員の人権

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/HUMAN_RIGHTS_GUIDELINE/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/ASSETS/PDF/NISSAN_GCC_J.pdf
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従業員の人権デューディリジェンス

実績

2025年度は、日産自動車株式会社を対象に、グローバル本
社と日産自動車カスタマーサービスセンターの2拠点で人権
アセスメントを実施しました。結果、法律を逸脱する事案は指

摘されませんでしたが、今回のアセスメント対象拠点におい

て「日産グローバル人権ガイドライン」の7つのテーマ*1への

さらなる対応向上に向け、改善の余地があると確認された課

題について、対策実行計画を策定しました。

・日産が直接雇用する従業員以外でも社内診療所内の休養

室が利用可能なことを周知する

・組織改編等に伴う業務負荷の変化を踏まえ、従業員の業務

負担を適切に管理する

上記はアセスメントの指摘事項と同じく、フォローアッププラ

ンに則って3年度以内に改善予定です。これら指摘・勧告に
は対応完了期限を設定しており、現地担当者への定期的な

確認を通じ、実際にとられた対応策とその確認結果を通じて

改善し、得られた教訓や今後のHRDDプロセスへの反映事
項を検討しています。

なお、2024年度にジヤトコ株式会社で行った人権アセスメン
トでは、人権方針の周知に課題があったため、全社員受講の

ハラスメント研修に人権方針の内容を織り込むことで改善し

ました。また、タイ拠点では一部の研修がタイ語または日本

語のみで実施されていましたが、入社時の説明会など英語の

セッションを増やす改善をしています。さらに、日本人駐在員

がタイの文化や言語、現地の労働規制への理解を深められ

*1　7つのテーマ（評価項目）：労務管理システム（労働慣行）および救済措置、強制労働、児童労働および若年労働者、労働条件、差別、結社の自由、健康と安全

るよう、各種プログラムを実施しています。こうした取り組み

により、コミュニケーション上の障壁が軽減され、職場での相

互尊重の促進につながっています。

アセスメントプロセス

従業員向けの人権アセスメントは、ビジネスとサステナビリ

ティの観点からリスクベースアプローチに基づいて対象拠

点を選定し、社内で定めた人権アセスメントプロセス（下図：

2023年度策定）に基づいて実施しています。
具体的には、人権に関する調査票にて自己評価を実施し、現

地従業員へのインタビューにて詳細な状況について把握し

ます。インタビュー対象者選定の際は、多様な立場からの意

見を取り入れるために、雇用形態・職種・性別・人種等の属

性を考慮しています。また、アセスメント基準には国際労働機

関（ILO）や経済協力開発機構（OECD）による国際的な基準
および「日産グローバル人権ガイドライン」を採用すると同時

に、地域における一般的な労働慣行や企業文化について事前

に把握したうえで調査すべき領域を特定するなど、地理的・経

済的・社会的要因を考慮のうえでリスク特定も行っています。

アセスメントで特定・検出・評価された人権リスクは、対象拠

点へ勧告事項としてフィードバックされ、改善活動実施や、影

響を受けるステークホルダーとの対話などを通じて、負の影

響の予防・軽減・是正を図っています。

このプロセスはグローバルに適用され、勧告事項への対応状

況・改善アクションの効果は継続的に本社がフォローアップ

し、重要な問題を見逃していないか、改善アクションは適切で

あったかの評価がなされ、サステナビリティ委員会に報告さ

れるとともに、今後の活動につなげています。

質問票配布

指摘事項有

低リスク

高リスク

インタビュー

評価

改善指導

フォローアップ

改善計画書提出

10点満点
A：8点以上
B：6点以上

8点未満
C：5点以下

評価基準

フィードバックレポート送付 SAQ

評価（評価結果と指摘内容を考慮）

H
R
D
D
②

翌年度のプロセス

A評価 B評価 C評価 優先対象拠点
4～5月

6～9月

10～3月

HRDD①

＜従業員：人権アセスメントプロセス＞



Corporate direction 環境 社会性目次 ガバナンス

Nissan Motor Corporation Sustainability data book 2026

085

拠点ごとの課題をより正確に把握するため、2025年度
は米国のサステナビリティ推進団体（NPO）であるBSR
（Business for Social Responsibility）とともに人権アセ
スメントで使用する調査票の改善に取り組みました。改善後

の調査票とインタビュー内容については、日産自動車労働組

合からの意見も踏まえ、内容に問題がないことを再確認しま

した。*1 なお、人権アセスメントの実施率、指摘事項の改善
率などの指標を立てて、2025年度も計画通り実施しました。

*1　BSRと日産自動車労働組合との連携に関する詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HUMANRIGHTS/INITIATIVES/
*2　AMIEO（アフリカ/中東/インド/ヨーロッパ/オセアニア）
*3　内部通報システムに関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P112

人権に関する従業員教育・研修、
内部通報システム

グローバル全従業員対象の必須研修「日産人権e-ラーニ
ング」は、2025年度に更新し、「日産人権方針」と「日産グ
ローバル人権ガイドライン」の内容紹介を中心に、CEOメッ
セージ、ビジネスと人権、日産の人権尊重、小テストで構成

され、人権の基礎知識を体系的に学び、日々の業務の中で

人権尊重が実践できるような内容としています。すべての

間接従業員・役員を対象にしており、2025年の受講率は日
本：93.8%、アセアン：99.8%、中国（NCIC）：82%、米州：
93.6%、AMIEO*2：87％でした。
また、工場などで働く直接員については、「日産グローバル行

動規範」のビデオ研修の中で「日産人権方針」と「日産グロー

バル人権ガイドライン」を中心に人権尊重の考え方・取り組

みについて学び、グローバルの全工場におけるシフト開始時

のミーティングの場、または対面のクラスルーム形式で、ト

レーニングを実施しました。

日産の従業員は、「日産グローバル行動規範」に記載してい

る通り、内部通報システムSpeakUp*3を通じて人権問題に

関する問い合わせを行うことができます。通報された懸念に

対しては、調査・説明・対応を行うとともに、問い合わせた従

業員が不当な扱いや報復を受けることがないよう保護して

います。

ハラスメントに対する研修の取り組み

日産では、ハラスメントの未然防止に努め、従業員一人ひ

とりがいきいきと活躍できる職場環境づくりに取り組んで

います。

これまでも、労働施策総合推進法（パワハラ防止法）を踏まえ

網羅的にハラスメント防止に向けた施策を全社的に実施して

きましたが、未然防止をより強化する目的から、ハラスメント

に対する研修内容や仕組みをさらに強化しています。具体的

には、新たに管理職や現場監督者になる者を対象に受講必

須のハラスメント研修を実施しています。

また、防止のための啓蒙活動として、ハラスメント相談窓口の

設置や職場コミュニケーションの改善プログラムなど、トラブ

ルに至る前に対応できる環境整備につなげています。

社会性に関する方針・考え方 人権 安全 品質 知的財産 責任ある調達 地域社会 Power of employees 従業員の人権 DEI 従業員の能力開発 労働安全衛生

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HUMANRIGHTS/INITIATIVES/
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ダイバーシティ、エクイティ&
インクルージョン（DEI）の方針・考え方
日産は、従業員一人ひとりがチャレンジ精神を育み、変化を起
こすイノベーションをドライブし続けるために、各リージョンの
指針に基づき、真にダイバーシティ（多様性）、エクイティ（公
平）&インクルージョン（受容）（DEI）を推進し続ける企業を目
指しています。誰もが価値ある存在として認められ、尊重され
るために、DEIの取り組みをさらに強化し、よりインクルーシブ
な世界の実現に向けて積極的に貢献していきます。
ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン（DEI）はグロー
バルの従業員自らが理解・実践することで企業文化として根
づいていくものと考え、すべての従業員が自由に発言できる
環境を整え、それぞれの能力を最大限発揮できる職場づく
りを目指しています。「ニッサン・ソーシャルプログラム2030
（NSP2030）」では、「一人ひとりの個性を尊重し、インクルー
シブでワクワクする日産」をゴールとして掲げ取り組みを進め
ていきます。
世界がますます複雑化し、お客さまや社会の多様なニーズに応
える商品を提供するためには、才能豊かな人財をひとつにまとめ
ることが必要です。グローバルにDEIを推進することで、真にイン
クルーシブな組織となり、イノ
ベーションを生み出します。そ
して、モビリティの未来を実現
し、私たちが暮らす社会を豊
かにしていきます。*1

*1　企業情報サイトのDEIページはこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/DIVERSITY/
*2　詳細は、こちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/230907-02-j

日産にとってのダイバーシティ、エクイティ&
インクルージョン

日産は、ダイバーシティとはさまざまな背景、価値観や特性を

認め、尊重することであると考えています。

エクイティとは、個々の事情を理解し、必要なリソースや機会

を確保することで、一人ひとりの状況に応じた機会をすべて

の人に提供することだと考えています。

そして、インクルージョンとは、一人ひとりが受け入れられ、持

てる力を最大限に発揮できるようになることだと考えていま

す。さまざまな業務を行う従業員が積極的にかかわりあうこ

とによって、インクルーシブな文化を育むよう努め、誰もが意

思決定プロセスにかかわり、社内での役割にかかわらず意見

を述べることができる風土を醸成したいと考えています。

このようにダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンの
サイクルを生み出すことで多様な人財を最大限にいかし、イ

ノベーションをドライブし続けます。

「女性のエンパワーメント原則」に署名

2023年8月、国連グローバル・コンパクト（UNGC）と国連
女性機関（UN Women）によって設立された、7原則をもと
にした「女性のエンパワーメント原則（WEPs=Women’s 
Empowerment Principles）」に署名*2しました。

ダイバーシティ、エクイティ&
インクルージョン（DEI）のマネジメント

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン
（DEI）の意思決定と実行推進体制
日産では、グローバルと各リージョンが連携し全世界でDEIを
推進する体制を整えています。DEI推進部署は日本・各リー
ジョンでDEIを推進する専門組織または専属担当者を配置
し、DEIカウンシルの運営や、各部門と連携しグローバル戦略
に沿った各リージョンのDEI戦略策定とその実行を主導しま
す。グローバルDEIカウンシルではCEOが議長を務め、各部
門・各地域を代表する役員がメンバーとなり、グローバル戦

略の決定・方針共有、各リージョンの進捗確認・議論をして

います。

グローバルDEIカウンシル

各リージョナルDEIカウンシル

米州 ASEAN NML
（日本）

AMIEO
中国アフリカ／中東／インド／

ヨーロッパ／オセアニア（　　　　　　）

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/DIVERSITY/
https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/230907-02-j
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ダイバーシティ、エクイティ&
インクルージョン（DEI）推進の
取り組み（2025年度）

取り組みの方向性

日産では、活動する国や地域において各自が果たすべき役

割を定義したグローバル共通のポリシーを遵守しながら、 ①
DEIを推進する企業文化の醸成②一人ひとりの能力を最大
限に引き出す取り組み③インクルーシブな職場環境作り④

パートナーシップとコミュニティへの拡大、これら4つの観点
でそれぞれの環境や実情に即した独自の取り組みを推進し

ています。

DEIを推進する企業文化の醸成
日産は、お互いの違いをより理解するために多くの機会を提

供しています。日産の企業文化改革の取り組みであるOur 
Nissanの基盤として、さまざまな対話の場を設け、従業員の
声に耳を傾けて認識し、自由に気兼ねなくコミュニケーション

が行える環境をつくることで、よりインクルーシブ（多様性を

受容できる）な企業文化の醸成を目指しています。

*1　「日産サステナビリティセミナー2023」におけるDEIセッションの詳細はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/230907-01-j
*2　企業情報サイトのDEIページはこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/DIVERSITY/

相互理解を深めるための取り組み

日産におけるコンセプトと、従業員一人ひとりがインクルーシブ

（多様性を受容できる）な企業文化にどのように貢献できるか

について理解を深めるために、複数の研修を導入しています。

内容

グローバルDEI
e-ラーニング

日産従業員のDEIに関する理解を深め、DEIが浸透す
る職場を実現することを目的とした研修です。

LGBTQ+
e-ラーニング（日本）

誰もが自分らしく働くことを目指し、LGBTQ+に関す
る知識を学ぶ全従業員の必須研修として展開してい
ます。

グローバルDEI
オンボーディングジャーニー

中途入社者含む世界中の日産新入社員に入社時から
DEIに関する情報を提供するため、入社後のオンボー
ディングプロセスにDEIのセクションを設け、日産のDEI
へのコミットメントや、各地域でDEIの取り組みがどのよ
うに行われているかを学ぶ機会を設けています。

オープンなコミュニケーション

日産では、社内の役職や年次を超えて一体感を感じられる、

オープンなコミュニケーションを大切にしています。誰もが自

身のアイデアを共有でき、違いを尊重し、ユニークな視点を

取り入れられるよう、さまざまな対話の場を提供しています。

主な取り組み

リーダー層との 
トークセッション

Fireside chatやERG活動を通して、経営層の経験や考え
に基づいた意見交換を行い、DEIについての理解促進を
図っています。*1

グローバルダイバーシティ
啓発月間

役員メッセージや従業員インタビューの掲載、パネルディ
スカッションの開催を通じて、一人ひとりがDEIの重要性
について改めて考え、議論する機会を設定しています。

イントラネット、 
ニュースレター

各種セミナーの案内や報告、DEIに関するコンテンツを
掲載しています。また、メールマガジンを定期的に発行
し、DEIの社内浸透に取り組んでいます。

インクルーシブ表現 
ガイドライン

ジェンダー・障がいに関する事柄を扱う際に参照できる用
語集、「インクルーシブ表現ガイドライン」を作成し、社内
で適切な用語の使用を促しています。

企業情報サイトの 
DEIページ*2

経営戦略の重要な柱のひとつとして、日産のビジョンや
取り組み、日産トップマネジメントのメッセージを社外向
けに公開しています。

インクルーシブなリーダーシップの実践

日産のリーダーには、チームメンバーや同僚一人ひとりのニー

ズを理解することが求められると同時に、インクルーシブ（多

様性を受容できる）な職場環境をつくることが求められます。

このような考え方が、個々の取るべきリーダーシップの価値

観と行動を定義する日産リーダーシップウェイに含まれてい

ます。また、若手従業員がリーダー層のメンターとなり自らの

視点や経験を基にアドバイスや意見を提供するリバースメン

タリングを2024年度に導入しました。

主な取り組み

ダイバーシティ
マネジメントトレーニング

新任課長研修の一環として、DEIの課題と対応を考える体
験型学習を通じて、多様な人財をマネジメントし、個々人
とチーム双方の成果を最大化するマインドセットを身に付
けます。

管理職・監督者向け育児
休職e-ラーニング（日本）

管理・監督者として、育児休職制度を理解し、育児と仕事
の両立を支援し、男性の育児休暇取得を切り口に、日々の
マネジメントにおけるチーム運営の工夫を学ぶことを目
的に実施しています。

リバースメンタリング

日産リーダーシップウェイに沿った企業文化改革として、
若手従業員がリーダー層のメンターとなり自らの視点や
経験を基にアドバイスや意見を提供し、互いに新しい視点
に触れることでイノベーションを加速させる効果があり
ます。

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/230907-01-j
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/DIVERSITY/
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一人ひとりの能力を最大限に引き出す
取り組み

あらゆるバックグラウンドを持つ従業員が高いモチベーション

と参画意欲を保てるよう、日産は学びや能力開発の機会を提

供し、その最大限の能力を引き出す環境作りに努めています。

ジェンダーダイバーシティの取り組み（日本）

女性が影響力のある地位につくことは、新たな視点を提供す

るだけでなく、よりインクルーシブな社内のポリシーや制度

の改善にもつながります。さらには職場の多様性といった企

業文化の側面にも影響を与えると考え、日産では現状のジェ

ンダーギャップを認識し、各リージョンの実態やニーズに基づ

いた取り組みを続けています。

2026年3月末現在、グローバルでの女性管理職比率（対象
会社：日産自動車株式会社を含む54社）は、16.8％となり、
2008年の6.7％から大幅に伸び、グローバルに女性が活躍
しています。*1*2*3

これらの取り組みの結果、日本における全管理職の女性比率

は2026年3月末時点で11.3%となり、従業員数1,000人以
上の製造業の平均値6.9%と比べると、良好な水準です（「令
和7年賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）に基づき算出）。
中でも、部長層以上の女性比率（役員除く）は2008年の2％
から2026年3月末時点で9.8%と4.9倍となり、日本の企業
において上位に位置しています。

日産自動車は、女性管理職比率と間接従業員に占める女性

*1　中核人材の多様性確保はコーポレートガバナンス報告書【補充原則2-4-1】をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/GOVERNANCE/ASSETS/PDF/g_report.pdf
*2　女性活躍推進法　行動計画　https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=727
*3　日産は日本経済団体連合会の取り組み「2030年30％へのチャレンジ」に賛同しています。詳細はこちらをご参照ください。　https://challenge203030.com/
*4　会社法上の役員に占める女性の割合に関する詳細はガバナンスデータをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_governance_data.pdf
*5　制度や環境整備については、「インクルーシブな環境づくり」をご参照ください。　>>>P091
*6　モノづくり部門は、生産、R&D、購買、デザイン、品質保証の部門を示します。

比率を同等レベルにすることを目標とし、将来的には、さら

なる女性管理職比率の向上のために、母集団となる間接従

業員に占める女性比率を30%レベルに高めるべく、女性従
業員の積極的な採用と育成を促進します（2026年3月末
の女性管理職比率11.3%、間接従業員に占める女性比率
19.6%）。日本独自の課題について議論する「NML DEIカウ
ンシル」では、「働き方改革」を2025年度のテーマとし、生産
性向上と一人ひとりの状況に応じたワークライフバランスに

ついて議論を行い、よりインクルーシブな職場環境の実現に

向けて取り組みを加速していきます。

男性の平均賃金を100としたときの女性の平均賃金の割合
は84.7%です。（2026年3月末時点の全労働者における割

合）管理職比率など男女間に構成の違いがあることで1名当
たり賃金に差が出ていますが、賃金制度・体系において性別

による処遇差はありません。

前述の取り組みを継続することで、各階層ごとの男女比率の

差が縮まり、男女の賃金差の縮小につながると考えています。

女性役員層の育成

女性役員候補者を対象に専属キャリアコーチの配属、役員メ

ンターの配置、さらには女性幹部候補向け外部研修への派遣

などを行っています。また、役員サクセッションプラン作成の

場で女性候補者の育成プランの議論の時間を確保し、継続的

に女性役員候補者の育成に努めています。*4

19.6%

11.3%
9.8% 部長層

（役員除く）

課長層

担当層

・サクセッションプランに基づく育成計画
・役員候補者を対象とした育成プログラム

・役員との対話の機会
・自律的キャリア形成およびネットワーキングの機会提供を目的にしたキャリア研修

・キャリア開発会議：
課長職手前の女性従業員を対象に上司、人事部、キャリアアドバイザーでキャリア開発会議において、育成計画と
支援策について議論し、個人の状況に応じたキャリア施策（社内キャリアコンサルタントとの面談、メンタリング
プログラム、社内外の選択研修）を行うことで、持続的な活躍を支援
・社外のリーダーシップ研修
・モノづくり部門*6研修：
モノづくり部門の女性従業員を対象に、「モノづくり部門キャリア開発研修」を開催。その上司を対象に「多様な部下の
マネジメント研修」を開催
・キャリア座談会、ネットワークづくり、ロールモデルの紹介
・女子学生向けのDEIブランディングとコミュニケーション強化：
大学訪問、東京大学グローバルリーダー育成プログラムへの寄付、女子中高生向けGirls Meet STEM（山田進太郎
D&I財団主催）への参画

女性比率（日本） 主な取り組み内容（日本）

＜層別の女性人財育成の取り組み＞（日本）*5

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/GOVERNANCE/ASSETS/PDF/g_report.pdf
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=727
https://challenge203030.com/
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_governance_data.pdf


Corporate direction 環境 社会性目次 ガバナンス

Nissan Motor Corporation Sustainability data book 2026

社会性に関する方針・考え方 人権 安全 品質 知的財産 責任ある調達 地域社会 Power of employees 従業員の人権 DEI 従業員の能力開発 労働安全衛生

089

クルマの開発・生産現場、販売会社における取り組み（日本）
開発現場

メンバー一人ひとりの能力を最大限に引き出すことを目的

に、管理職向け「共感力研修」を実施しています。管理職が

「聴く力」を高め、メンバーの感情や考えを丁寧に受け止

めることで心理的安全性を高め、創造性と技術力を発揮し

やすい環境づくりを推進しています。

また、新型「日産リーフ」がウィメンズ・ワールド・カー・オ

ブ・ザ・イヤー（Women's Worldwide Car of the Year。
以下、WWCOTY）2026を受賞しました。WWCOTYは、
世界50以上の国と地域から集まった女性自動車ジャーナ
リストで構成される世界で唯一の自動車賞です。*1

*1　詳細はこちらをご参照ください。　https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/260310-01-j

生産現場

持続的に監督者の担い手を輩出するため、ライフステージ

にかかわらず、本人の希望に合わせたスキル向上の機会を

提供しています。2024年度には初の女性係長が追浜工場
（神奈川県横須賀市）で誕生し、指導職以上の女性従業員

が50名以上となるなど、キャリアアップを目指せる環境に
なっています。女性従業員の交流会を通じて事業所内外の

ネットワーキングの場を継続的に提供しています。監督者

としての働き方やロールモデルの紹介、女性視点の困りご

とや悩みの共有・相談等を通じて、一人ひとりが自分に合

う活躍の形をイメージできるよう支援を行っています。ま

た、さまざまな年齢層や男女の区別なく、誰にでも作業で

きる製造ラインづくりに貢献し、女性に限らず身体的配慮

の必要な方が活躍できる工程を整備しています。多様性受

容を促進し誰もが働きやすい職場づくりを実現するため、

技能員向けに健康支援推進サービスの啓発、事業所診療

所と連携した女性の健康に関するセミナーを定期的に開

催しています。

販売会社

日産の販売会社では、女性の社長も就任しており、多くの

女性カーライフアドバイザー（CA）が全国で活躍していま
す。2026年3月末時点で1,014名の女性CAが活躍して
おり、女性CA比率は10.9%です。販売会社の垣根を超え
て、女性従業員同士の座談会や外部講師を招いてのキャリ

ア研修などを実施し、ライフステージにかかわらず活躍し

続けるためのキャリア開発をサポートしています。また、ア

フターサービスにおいてお客さまと整備スタッフの橋渡し

をするテクニカルアドバイザー（TA）にも女性を登用して
います。

https://global.nissannews.com/ja-JP/releases/260310-01-j
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LGBTQ+への取り組み
日産自動車では、LGBTQ+の当事者にとって働きやすい職場
を目指し、全従業員が性自認、性的指向の多様性について理

解促進を進める風土醸成と、本人向けの制度・設備の充実、そ

して社会への発信の3つの柱で活動に取り組んでいます。

活動の
柱 活動事例

理
解
度
促
進
の
た
め
の
風
土
醸
成

制
度
・
設
備

社
会
へ
の
発
信

*1　シニア人財の活躍支援に関する詳細はこちらをご参照ください。　>>>P097
*2　会社法上の役員に占める外国人の割合に関する詳細はガバナンスデータをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_governance_data.pdf
*3　米州の日産グループでは、Business Synergy Teams（BSTs）と呼称しています。
*4　フェムテックとは、Female＋Technologyを合わせた言葉。「更年期」「月経」「不妊治療」など女性の健康課題をテクノロジーの技術で解決するというコンセプトに基づいた考え方。日産自動車では、男女共通の取り組みとして、フェムテックを含むセルフケア施策を導入。

多様な人財の活躍推進
中途採用者、シニア人財への取り組み

日産自動車では、多様なキャリアの人財を日常的に採用、

育成、登用しています。他社でキャリアを積み入社してきた

人財に必要な研修を提供し、早期に日産自動車でパフォー

マンスを発揮できる支援を行っています。

中途採用者の管理職比率は日本企業の中でも高い水準に

あります。間接従業員に占める中途採用者比率を上回って

おり、中途採用人財が活躍しています。（2026年3月末時
点：管理職に占める中途採用者比率は35.3%、間接従業
員に占める中途採用者比率は32.9%（日本））シニア人財
が活躍できる場も提供しています。*1

障がい者雇用への取り組み

日産は、障がいをお持ちの方が、能力を十分に発揮できる

よう、職場環境や制度を整備し、活躍できるフィールドを

提供していきます。障がいにかかわる従業員コミュニティ

（ERG）が2022年度に米州、2024年度に日本、AMIEO
で立ち上がり、障がいへの理解促進やすべての人にとって

使いやすいクルマづくりなどに取り組んでいます。

多様な文化間での協働

日産では、グローバルに100ヵ国以上の国籍の人財が活躍
しています。マネジメント層、チームリーダー層にも多様な

国籍のメンバーが含まれています。国内における日産自動

車の管理職に占める外国人比率は日本企業の中でも高い

水準にあります。（2026年3月末時点：6.1%（日本））役員
層においても、外国籍は61.5%（2026年7月1日時点）と

高い比率になっています。*2

海外事業所との人財交流、プロジェクトを通じた協業など、

多様な文化間で協働するスキルや経験を高める機会を提

供しています。また、米州や日本では多文化に関する従業

員コミュニティ（ERG）が活動しており、従業員が国籍や文
化的背景・語学力に関係なく能力を発揮できるような環境

づくりに取り組んでいます。

従業員コミュニティ（ERG）*3

ERGは、共通の志（アインデンティティ／関心）を持った従
業員が集まり形成するネットワークで、役員の支援を得たも

のです。日産には、LGBTQ＋アライ、育児両立、マルチカル
チャー、ジェンダー、障がい、キャリア&コミュニケーション、介
護など、関心に応じたさまざまな団体が存在し、従業員自身

がより安心していきいきと働ける職場をつくるため、イベント

の開催や知識・経験の共有などを行っています。日本をはじ

め、米州、AMIEO（アフリカ／中東／インド／ヨーロッパ／オ
セアニア）、中国など、海外の各拠点でそれぞれの特徴に合

わせた活動を積極的に展開しています。

健康推進支援サービス（日本）

日産自動車は、フェムテック*4領域や睡眠改善など、不調を感じ

つつも対処が疎かになりがちな領域に着目し改善することで、

男女ともに仕事の生産性向上、さらにはワークライフバランス

が取れる職場環境を推進しています。従業員とその家族・パー

トナーを対象に多様な健康課題について理解促進を深めるオ

ンラインセミナーや、診療サポートを提供しています。

ERG

アライを表明する
オリジナルアライステッカー

全従業員必須受講の
LGBTQ＋e-ラーニング

2014年から毎年開催
LGBTQ＋セミナー

メールマガジンや
イントラでの情報発信
PRIDE month特集号

従業員コミュニティ(ERG)
2016年立ち上げ

2024年よりオフィシャルERGへ

LGBTQ＋従業員と
アライのための

サポートハンドブック

東京プライドに2017年から参加
2025年はPRIDEパレードに参加

自動車業界内
LGBTQ+勉強会を開催

LGBTQ+支援企業
評価9年連続 最高ランク
「PRIDE GOLD」

婚姻の平等への
賛同を表明

● 【同性婚・事実婚にも適用】
結婚祝い金の支給・忌引き、ファミリーポート休暇など

● 健康診断日程の個別設定
● 多目的トイレの設置
● 外部相談窓口

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_governance_data.pdf
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インクルーシブな環境づくり

日産は、従業員の誰もが能力を最大限に発揮できる職場環

境を実現するためには、個人の状況を尊重したワークライフ

バランスを保つことが重要と考えています。

両立支援（日本）

日産自動車は、3つの方向（①育児・介護・治療/セルフケア
などと仕事の両立を行う従業員本人への支援②両立従業

員のキャリアをサポートする上司への支援③制度や設備な

どのインフラ整備）からアプローチすることで効果的な施策

導入を行っています。2022年からは男性の育児休職取得
希望者が育児休職を取得しやすい風土を醸成していくこと

を目指して、経営層や部課長層からの応援メッセージ発信、

部課長層対象受講必須のe-ラーニングの展開、取得経験者
のインタビューを通じた育児休職取得実例の展開などを実

施しています。2025年度の実績は男性の育児休職取得率
75.5%、取得日数平均82日となりました。2024年度から
は従来のファミリーサポート休暇に加え、治療、療養、予防に

使用できるライフサポート休暇も新設し、より幅広い従業員

の個別ニーズに対応できる環境を整えています。また、開発

拠点を中心に1990年からワーキングペアレンツ同士で情
報交換を行う従業員主体のグループが活動しており、2024
年からは従業員コミュニティ（ERG）として生まれ変わり、現
在300名を超えるメンバーが参加しています。さらに、現在
介護に従事している従業員や今後介護に関わる可能性があ

る従業員が情報交換を行う場として、新たに介護に関する

ERGを立ち上げました。

社会性に関する方針・考え方 人権 安全 品質 知的財産 責任ある調達 地域社会 Power of employees 従業員の人権 DEI 従業員の能力開発 労働安全衛生

従業員本人の活躍を支援～キャリア形成×両立～ 上司の（両立）部下育成を支援

両立従業員にかかわる制度や設備などのインフラの整備、取得しやすい風土の醸成

活躍する人を包括的に支援 -  本人から上司、意識からインフラまで

・産休、育休前の「プレパパママセミナー」、復職前の従業員向け「復職セミナー」、復職
後に働き方を見直す機会となる「両立セミナー」。ライフイベントとキャリア形成の双方
を継続的に支援し、安心して働き続けられる環境づくりの推進

・将来の介護に備えるための介護セミナー（年2回）

・育児休職前昇格試験ガイド
・管理職向け育児休職制度e-ラーニング
・管理職向けダイバーシティマネジメント研修
・男性の育児休職の取得支援

・リモートワーク制度（生産工程除く）
・スーパーフレックス勤務制度（一部事業所はコアタイム適用）
・時短勤務制度（育児／介護／治療両立従業員対象）
・ファミリーサポート休暇
（結婚、配偶者出産、育児、介護、不妊治療　※時間単位で取得可能）

・ライフサポート休暇（治療、療養、予防　※時間単位で取得可能）
・育児休職（分割取得可能）、介護休職、母性保護休職
・出生支援休職
・帯同休職制度（最長3年）

・再雇用制度
・事業所内保育園（4ヵ所）

1）仕事と育児の両立に意欲的な従業員がフルに力を発揮して活躍すること
をサポート

2）待機児童問題に影響されることなく、望むタイミングで復職をサポート
・休職中のPC貸与（イントラネットとメールへのアクセスを可能に）
・MMケアルーム（搾乳室）
・介護に関する外部相談窓口
・介護に関するERG（従業員コミュニティ）の設立

仕事との両立を支援する環境づくり

日本国内の出産から育児までの諸制度

リモートワーク *

法定 男女対象 * 育児・介護事由を問わず全従業員（生産工程を除く）が利用可能日産独自

ベビーシッター利用補助

事業所内保育園

休職制度

その他の育児支援制度

休暇制度

就業時間短縮制度

2歳到達後の4月末2歳到達後の4月末2歳2歳

母性保護休職

6週前 8週後

妊娠 12歳9歳出産 1歳 2歳 3歳 6歳

産前産後休暇

育児休職（分割取得可能）

育児休暇（ファミリーサポート休暇）：妊娠期～小学校6年生末まで 有給5日・無給10日／年

育児のための就業時間短縮制度：妊娠期～小学校6年生末まで 3時間／日
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社内保育園の設置

2005年に日産自動車初の保育園をテクニカルセンターに
開設、2017年には追浜工場に工場内初の保育園を開設し
ました。現在では、日産テクニカルセンター／グローバル

本社／追浜工場／横浜工場に事業所内保育園を開園して

います。開園時間は各事業所／工場のシフト勤務に対応し

ており、工場で働く従業員の就業継続を支援しています。

多様な働き方の推進

多様な従業員が最大のパフォーマンスを発揮できるよう、働

く環境の整備を行っています。2006年に育児・介護両立従
業員を対象に在宅勤務制度を導入したリモートワーク制度

は、従業員やマネジメントの意見を反映し、場所の拡大や部

分在宅の導入や対象者を拡大し、2021年には利用上限時間
も撤廃しました。

・上限なしのリモートワーク制度（生産工程を除く全従業員対象）

・コアタイムなしのスーパーフレックス制度（一部事業所でコア

タイム適用）

・グローバル拠点間の時差を考慮したスタンダードミーティン

グタイム（7~20時）

働き方改革「Happy8」
2015年に、「誰もが1日8時間」という時間を意識した働き
方改革「Happy8」を導入しました。全員が1日8時間の業務
時間を意識することで、個人と組織の生産性を向上させ、仕

事・生活・健康も充実させる取り組みです。毎月最終金曜日

には15時退社を推奨する「Happy Friday」を2017年2月か
ら導入し、ワークライフバランスの充実を推奨しています。

また、毎年働き方に関する意識調査「Happy8サーベイ」を
行い、働き方や制度に対する従業員の声を定期的に拾い上

げ、柔軟な制度更新につなげています。

過去のHappy8サーベイから制度化されたもの
2021.1～ ファミリーサポート休暇の1時間単位取得
2021.6～ リモートワーク時間の上限撤廃

2023.7～ 健康推進支援サービス

2024.4～ ライフサポート休暇

2025.4～ 出生支援休職、治療のための短時間勤務制度

パートナーシップとコミュニティへの拡大

日産は、DEIの考えや活動の適用範囲を、社内にとどまらず、
ビジネスパートナーや地域社会にも拡大していくことで、より

インクルーシブな世界の実現に向けて積極的に貢献してい

きます。

主な取り組み（日本）

学校との連携 自動車業界および日産の仕事内容、従業員の経験談
についての職業講話を行っています。

大学との連携 役員層による講演や、東京大学グローバルリーダー
育成プログラムへの寄付を行っています。

東京プライド

LGBTQ＋当事者ならびにその支援者（Ally）と共に、
性的指向および性自認にかかわらず、すべての人が
差別や偏見にさらされることなく、より自分らしく生
きていくことができる社会の実現を目指し、イベント
への協賛およびパレードに参加しています。

D&Iかながわ 
メンバーズに参画

すべての人が個性と力を発揮できるジェンダー平等
社会の実現を目指す主旨に賛同し、取り組みに参画
しています。

日産グループ各社との
連携

各社DEI推進担当者間の活動共有とネットワーキン
グを目的に、定期的に全体会議や情報交換などを実
施しています。
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海外拠点での実績

米州での取り組み

米州の日産グループは、従業員・お客さま・取引先を含むす

べての個人が尊重され大切にされ意見が聞き届けられてい

ると感じることのできるような文化の醸成に取り組んでいま

す。この使命は、世界中で当社の製品を製造、販売、使用する

広範囲にわたる人々によって支えられています。私たちは、

一人ひとりの従業員がその能力を最大限に発揮できる環境

の整備に努めており、ともに成長するためにそれぞれの異な

る個性を大切にしています。

2025年度には、「すべての人への公正性」「経営層によるス
ポンサーシップ」「BST（Business Synergy Teams）によ
る部門横断的な連携」の3つの柱を軸に、インクルージョンに
関する取り組みを拡充しました。アメリカ地域におけるBST
のネットワークは23チーム（米国11、NCI6、中南米6）に拡
大し、地域全体で5,000名超（うち中南米150名以上）が参
加しています。2025年11月以降、10回を超えるリスニング
セッションを実施したほか、毎月のオフィスアワー（交流の場）

を新設し、従業員との継続的な対話を行っています。BST主
導のイベントは80回以上実施され、8拠点を超える場所で高
い参加率を伴うBSTフェアも開催しました。
経営層も、コーヒーチャット、インクルージョン研修、中南米委

員会への参画などを通じて重要な役割を果たしています。社

外からも、人権キャンペーン団体（チリ、ブラジル、メキシコ）

やUN Women WEPs LATAM、CONFEとの連携などによ
り、これらの取り組みが評価されています。また、社内ポータ

ルを通じたキャリア機会の可視化を進め、透明性と公平なア

*1　AMIEOでの活動については、AMIEO DEI アニュアルレポートFY2024をご参照ください。（AMIEO DEIアニュアルレポート）　https://reports.nissanamieosustainability.com/dei-2024/article/1/

クセスの確保を強化しました。

周囲への感謝を示すことはモラル、人間関係、イノベーション

を高めます。2025年度に「Kudos」というデジタル賞賛ツー
ルを通じて従業員間で送られた賞賛は18,000件を超えると
見込まれており、賞賛文化の醸成が進みました。トップマネジ

メントと、安全なつながりと透明性のあるコミュニケーション

の場を作り、1,600人以上の参加者が個人的、専門的、ビジ
ネス的な話題を共有しました。

日産が素晴らしい居場所であり続けるために、私たちはさら

に次のような取り組みを実施しています。

•2022年からの女性のエンパワーメント原則（国連）の採択 
日産は、敬意に基づくアプローチによって、インクルージョ

ン、フィードバック、成長の文化を形成し続けています。イノ

ベーションと信頼を促進するため、2万時間を超える研修
や、サミット、称賛、コーヒーチャットを通じた強力なエンゲー

ジメントにより、フィードバック主導の文化を構築し、インク

ルーシブなリーダーシップを醸成しています。

AMIEO（アフリカ／中東／インド／欧州／
オセアニア）地域での取り組み

2021年4月設立のAMIEO（アフリカ／中東／インド／欧州
／オセアニア）は、地理的に広く多様な地域です。その多様

性を最大限いかし、当社は100ヵ国以上で事業を展開してい
ます。AMIEOでは、従業員の14.5％を女性が占めており（直
接部門と間接部門の従業員の両方において）、5名の女性が
要となるリーダーポジションに就いています。

AMIEO地域におけるDEI戦略は、基盤整備の段階から一
歩進み、インクルージョンを地域全体に深く組み込むフェー

ズへと進化しました。DEIマニフェストにおいて使命と目
標を明確化し、2025年度には実効性のある行動への展開
に注力しました。地域の新たな戦略計画は、経営再建計画

「Re:Nissan」の目標を支えるものであり、「Accelerate（加
速）」「Elevate（引き上げ）」「Represent（多様性の体現）」の
3つの柱で構成されています。*1

2025年度には、この戦略のもとで複数の重点施策を展開し
ました。SPRINTプログラムでは、部門横断かつ多様性を備
えた9チームを編成し、事業課題の解決に取り組みました。ま
た、女性リーダー育成を目的とした「Leaders in Action」プ
ログラムを第2四半期に開始し、56名が参加しました。さら
に、コミュニケーション・マーケティング部門が連携し、DEIガ
イドラインを策定・展開し、各市場およびディーラーにも浸透

を図りました。

各地域に設置されたリージョナルDEIカウンシルは、それぞ
れのチームの特性に応じた取り組みを推進し、インクルー

ジョンキャンペーンの展開、ERG（従業員コミュニティ）の支
援、日常業務へのDEIの組み込みなどを通じて、現場レベル
でのエンゲージメント向上と声の可視化に貢献しました。

AMIEO発行のDEIレポート

https://reports.nissanamieosustainability.com/dei-2024/article/1/
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中国での取り組み（日産（中国）投資有限公司
（NCIC）とその他中国合弁会社）
中国では、一人ひとりが力を最大限に発揮できるよう、真に多

様でインクルーシブ、かつ公平な職場環境を構築しています。

DEIの浸透
コミュニケーション：DEIの浸透のために、タウンホール、ス
キップレベルミーティング、DEIトピックに関する従業員ラウ
ンドテーブルを含む全方位的なコミュニケーションチャネル

を確立し、部署・役職を問わず対話が生まれています。加え

て、カルチャーアンバサダーやDEIリソースサイトは従業員
のエンゲージメントを高めています。

トレーニング：DEIへの理解をより深めるため、多くの研修を
実施しました。リーダーシップトレーニングや世代間リーダー

シップワークショップを通じて、リーダーにDEIツールを提供
しています。また、DEIに関するe-ラーニングおよびアンコン
シャス・バイアス（無意識の偏見）と心理的安全性に関するe-
ラーニングを実施しました。

インクルーシブな職場づくり

柔軟な勤務体系：従業員が個人のニーズに基づいてより柔

軟に勤務できるようになっています。

社内ポリシーの見直し：社内ポリシーと規則を、DEIの原則
に沿って見直しました。採用プロセスにおいて、性別、年齢、ま

たは個人的な背景に基づくいかなる差別もありません。すべ

ての採用募集で公平な機会を積極的に提供し、公正で偏りの

ない履歴書審査を実施しています。

ERG（従業員コミュニティ）：中国では、インクルーシブな職場
づくりを目的として、2つのERGを設置しています。
1つ目の「Keep Growing in Nissan」は、NCICにおける若手
世代を対象とし、キャリア形成の支援に重点を置いています。

2つ目の「Tri-Role Wonder Women」は、2025年に合弁会
社DFIBで立ち上げられ、働く母親特有の課題に対応し、その
声を組織に届けることを目的としています。

ジェンダーダイバーシティ：2025年度には、以下のような多く
のジェンダーダイバーシティ関連の取り組みを実施しました。

・包括的な産休、育休、介護休暇を着実に実施し、家族のケア

をする従業員のニーズに応えています。

・定期的な個人育成計画（IDP）／キャリア開発計画（CDP）
により、女性従業員のキャリア開発を促進しています。スキ

ルギャップを解消してキャリア目標を設定し、成長の機会を

得るために一人ひとりに合った明確なロードマップを提供

しています。

・国際女性デーにあわせて、オンラインセミナー「AI時代に
おける“シー・パワー”の進化」を開催し、AI時代に求められ
る意識変革や、複雑な環境下でのレジリエンス向上を支援

若い世代の育成：若い世代の育成を目的とし、次のプログラ

ムを実施しました。

・カルチャーアンバサダープログラム、クロスファンクショナ

ルチーム（CFT）プロジェクトへの参画、経営陣とのスキップ
レベルミーティングを通じて、若い世代の活躍の機会を広

げています。

・若手従業員とのコミュニケーション強化を図るメンタリン

グプログラムへ経営陣が積極的に参加しています。

ASEANでの取り組み
ASEANでは、DEIを通じて人々の価値を創造し、尊重するこ
とに取り組んでいます。主な活動は次の通りです。

女性の活躍促進

男女平等を促進し、女性の多くの貢献をたたえるために、国

際女性エンジニアリングデーおよび国際女性デーを祝いまし

た。これらは、経営陣によるコミュニケーション、従業員の声、

女性の育成活動を通じて実施されました。

機会均等への取り組み

一人ひとりがキャリア形成に主体的に取り組み、重要な能力

を強化できるよう、日産ではすべての従業員に対し、能力開

発の機会を平等に提供しています。すべての間接部門の従

業員に対して、キャリア開発計画（CDP）および個人育成計画
（IDP）の策定に関するガイダンスを行い、各自のニーズに
応じた対面型研修への参加を推奨しています。

主な学習分野としては、プレゼンテーション力やコミュニケー

ションスキル、リーダーとしての存在感、協働力、効果的な

フィードバックなどが含まれます。

さらに、能力開発を一層深化させるため、国や機能を超えて従

業員をつなぐ地域横断型のメンタリングプログラムを導入しま

した。この取り組みは、部門・拠点を越えた学びを促進すると

ともに、リーダーによるスポンサーシップの強化や、ASEAN全
体での人的ネットワークの拡充につながっています。

また、従業員がキャリアに関する情報へより容易にアクセス

できるよう「キャリア&カルチャー」サイトを開設しました。こ
のサイトを通じて、キャリア支援に関するリソースの提供を行
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うとともに、地域全体で進める企業文化変革の取り組みを支

えています。

ウェルネス月間

地域全体での身体的な活動促進やメンタルヘルスへの意識

向上を通じて、従業員のウェルビーイングを支援しました。

運動習慣の定着とチーム間の連携強化を目的として、個人お

よびチーム単位の目標を設定する「歩数チャレンジ」を地域

横断で実施し、友好的な競い合いを通じた従業員エンゲージ

メントの向上を図りました。

従業員感謝デー

部署・役職にかかわらず、上司、同僚、チームメンバーに感謝

を表す機会として、「従業員感謝デー」を実施しています。全

従業員への感謝の気持ちを込めて、さまざまな活動が実施

されました。表彰プログラムは、表彰の機会均等およびプロ

セスの改善を図るために人事システムWorkdayに組み込ま
れ、利便性が向上しました。

DEI e-ラーニング
DEIの基本概念および日常業務における実践方法への理解
を深めるため、すべての従業員を対象にDEI e-ラーニングを
導入しました。

*1　外部団体から認証された主なDEIの取り組みに関する詳細は社会性データ（P3）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=3

日産のDEIに対する外部評価
日産のDEIへの取り組みと、従業員の多様性を重視する姿勢
は、社外からも高い評価を受けています。*1

日本
くるみん認定

2015年に、神奈川県で初めて「プ
ラチナくるみん」企業に認定。

｢子育てサポート企業｣として認定さ

れた企業のうち、さらに一段高い水

準の取り組みを行った企業が認定

を受けるもので、輸送用機器業界と

して初の認定取得。

えるぼし

厚生労働省による女性の活躍推進

に関する状況などが優良な企業を

対象としている。2017年に、最高位
である3段階目の認定取得。

PRIDE指標
LGBTQ+などの性的マイノリティ
に対する取り組みを評価。

2017年に日本の自動車会社として
初めて受賞して以来、9年連続、最
高ランクの「ゴールド」を受賞。

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=3
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従業員の能力開発に関する
方針・考え方

日産は能力開発プログラムを通して従業員のエンプロイアビ

リティを向上させることにより、大きな変革が続く社会に対

応できる人財を育成し、社会に価値を提供していきます。

そして、従業員一人ひとりが高いレベルのスキルを有しモチ

ベーション高く働ける会社であり続けるために数々の取り組

みを行っています。何よりも、従業員一人ひとりが自発的に学

ぶ姿勢を大切にし、それぞれの能力やポテンシャルを発揮し、

会社と従業員が共に成長し続ける企業文化の醸成と人財育

成に取り組んでいます。

従業員の能力開発に関する
マネジメント

人事制度の継続的な改善

日産では「人／個人」と「組織／会社」の対等な関係のも

と、双方の中長期的な発展・成長を後押しするために、継

続的に人事制度の改善に努めています。2025年度に、人
財マネジメントの基盤ともなる等級・評価・処遇の各制度

を大幅に刷新しました。キャリア実現にオーナーシップを

持つ従業員が、自ら積極的に能力開発を進めるだけでは

なく、それらを後押しする職場上司による部下育成の支援

*1　PCCプログラム：日産の一般層の評価・報酬制度。Performance, Competency, Careerを略してPCC プログラムと呼び、業務を遂行する上でコアとなるスキルやコンピテンシーを軸に、「キャリアコース別役割等級制度」「評価制度」「報酬制度」「キャリア」の4つの仕組みから構成される。 
PMDプログラム：同じく部課長向けの評価報酬制度を指す。PMDはPerformance Management and Developmentの略。

や、PCC／PMDプログラム*1を通じた共通の価値観の

具現化を進めています。具体的には、2 0 2 4年度から
2025年度にかけて評価制度を刷新し、従来の日産ウェイ
の5つの価値観に加え、日産リーダーシップウェイの4つ
の価値観を評価指標に導入しました。これは日産ウェイの

実践を支える行動基盤として、従業員ひとり一人が取るべ

きリーダーシップの価値観と行動を具体的に定義したも

のです。

新制度においては、①企業文化改革の推進、②人財育成の質

の向上、③未来志向の評価とコミュニケーションを狙いとし、

さまざまな見直しを取り入れています。

① 企業文化改革の推進：「結果だけでなく挑戦そのものを
評価する文化」へ転換するため、従来の目標管理中心の

評価制度を、積極的なチャレンジを奨励する評価体系へ

と見直しを行いました。

② 人財育成の質の向上：これまで別々に扱っていた「結果」
と「行動」の評価を統合し、2025年度からは“貢献度評
価”として包括的に処遇へ反映しています。努力や成長が

実感しやすい仕組みへと見直しを行いました。

③ 未来志向の評価とコミュニケーション：結果・行動評価の
サイクルを一本化し、上司と部下が成長に向けて継続的

に対話を持ちやすい仕組みへと見直しを行いました。

今後も、人事諸制度および人財育成プログラムの継続的な

見直しと再構築を行っていきます。

自律的なキャリア形成を支援

日産では、全従業員を対象に年3回のキャリア面談を実施し、
上司との対話を通じて自身のキャリア形成について合意をつ

くる仕組みを整えています。加えて、面談の質向上のため、

上司向けの評価スキル研修、従業員向けのキャリアガイドや

e-ラーニングなどを提供するとともに、過去の評価履歴を一
元管理できる専用システムで評価の一貫性を確保していま

す。さらに、従業員に対してサーベイを実施し、必要な対策実

施や運用改善につなげています。従業員のキャリア面談満足

度も毎年モニタリングを行い、評価に関する理解度・納得度

は向上しています。

また、従業員が自ら希望する仕事にチャレンジする仕組みと

して、日本では「シフトキャリア制度」と「オープンエントリー

制度」を用意しています。「シフトキャリア制度」は、ポストの

募集に関係なく、自ら希望する部署や職種に自由に応募でき

る制度です。「オープンエントリー制度」は、ポストの募集があ

ればその部署に応募できるもので、2025年度は235のポス
トに173人がエントリーし105人が合格しています。

従業員の能力開発従業員の能力開発
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シニア人財の活躍支援

日産自動車では、ダイバーシティ、エクイティ&インクルー
ジョン（多様性、公平、受容）の理念に基づき、高い専門性と

経験を有するシニア従業員が、年齢に関係なく継続的に活

躍できるキャリアステージとして、2013年4月に「シニアパー
トナー制度」を導入しました。この制度はシニア層のキャリア

に関する多様なニーズと会社のニーズを両立する柔軟な働

き方を整備し、60歳定年退職以降の就労機会を提供するも
のです。制度導入時、200名強であったシニアパートナーは、
2025年末現在、約2,600名へと拡大し、さまざまな職種や
おのおのの持ち場・立場で活躍されています。

一定の基準を満たしたシニアパートナーには、65歳以降70歳
まで、継続して活躍いただける仕組みも同時に導入し、シニア

従業員のライフプランの選択肢がますます広がっています。

学習機会の提供

日産では、「個人と会社が互いに成長し続ける」という相互成

長の考えをもとに、人財育成に力を入れています。従業員一

人ひとりが自身のキャリアビジョンを実現できるよう、マネジ

メントスキル、ビジネススキル、リーダーシップ開発など、多

様な研修プログラムを提供しています。また、今のモビリティ

産業では特に重要となる、電動化、コネクテッド、自動運転、デ

ジタル、先進技術といった分野のスキルを習得する機会も提

供しています。具体的には個々のキャリアステージに合わせ

た層別の必須研修に加え、自ら関心のあるものを選び受講

できる選択研修、自主学習を促進するグローバル共通のe-
ラーニングコンテンツの拡充など、学び、成長し続ける組織

文化の醸成に努めています。

日産ラーニングセンター

モビリティ産業の技術革新が加速する中、日産は高度なテク

ノロジーを理解し、マネジメント能力と人間性を併せ持つ人

財の育成を重視しています。そのため、モノづくりを担うリー

ダー育成と技術・技能の継承を目的に「日産ラーニングセン

ター」を設置し、多様な学習機会を提供しています。

同センターでは、進化した日産ウェイを実践し成果を出し続

ける「日産DNA」を持つ人財を育成するため、さまざまな教
育プログラムを展開しています。近年は受講しやすさを高め

るため、講座のオンライン化・オンデマンド化を進め、AI・
IoTなどを含む154の講座を提供しています。

グローバルに展開する技術・技能教育

日産のグローバル展開をより強化するには、全世界で働く従

業員一人ひとりの技術力を一層向上させることが不可欠で

す。研究開発部門および生産部門では、日本ならびにすべて

の地域で従業員の技術力を高めることができるよう、成長の

機会を平等に提供しています。

技術員教育

世界共通の基盤教育プログラム グローバルトレーニングプ
ログラム（GTP：Global Training Program）を、2012年か
ら全世界の開発拠点のエンジニアに対し実施しています。さ

らに近年は、アドバンス教育として、より専門性の高い教育の

企画を推進し、自動運転・コネクテッドカーの研究開発を担え

る人財を育成するために電気自動車、自動運転技術、コネク

テッドカーサービスの教育に力を入れています。

また、2017年に日産先進技術開発センター内に「日産ソフト

ウェアトレーニングセンター（STC）」を開設し、クルマとソフ
トウェア開発の両方のスキルを持つ技術者の育成に努めて

います。SDVプラットフォーム構築とAIの活用を含むソフト
ウェアがクルマの競争力の源泉となる中、STCでは知識習得
から実装までを学ぶプログラムを通じてデジタル化に対応し

た人財を育成しています。

技能員教育

日産はグローバル共通の生産方式である日産プロダクショ

ンウェイ（NPW：Nissan Production Way）のコンセプトに
基づき、すべての原則と基準を策定しています。現場監督者

の業務管理レベルを向上させるため、日産グループ共通の

NPW教育プログラムを持ち、NPＷの浸透と実践を目指して
います。

マネジメントの質の向上

日産ではグローバルレベルで全社をあげたリーダーシップ・

マネジメントの質の向上に取り組んでいます。2021年度以
降、全社の層別研修（新入社員、課長昇格時研修など）に加

え、職位別の期待役割と関連づけた行動の理解促進と行動

実践を継続的に行っています。さらに、研修体系を刷新し、日

産ウェイや心理的安全性確保・人財育成に必要なリーダー

シップを強化できる環境を整えていきます。

2025年度は、グローバル共通のフレームワークである
「Nissan Charge」をさらに発展させるとともに、グローバ
ルのラーニングプラットフォームを刷新し、従業員が成長を

実感しやすい仕組みを構築しました。

また、中途入社者向けの受入れプログラムの改良にも力を入
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れており、オリエンテーションの充実や、受入れ上司・部署に

よる効果的な受入れの支援、オンボーディングサーベイに基

づく支援など働きやすい環境づくりにも力を入れています。

将来の経営層やリーダーの育成

日産は、将来の経営層や専門リーダーを継続的に育成するた

め、トレーニング、ローテーション、採用を組み合わせた戦略

的・体系的な人財マネジメントを進めています。

若手からミドル、経営層候補まで成長段階に応じて選抜し、強

みと課題を明確にしたうえで育成プログラムを実施している

ほか、部門・地域を越えるローテーションを戦略的・計画的

に行い、マネジメントポストやグローバル機能を経験できる

機会を提供しています。

また、電動化や自動運転化、カーシェアリング、インターネット

とのつながりなど、自動車を所有する時代から新たなモビリ

ティサービスを創出する時代への変革期にあり、新しいビジ

ネスをけん引できるリーダー育成にも取り組んでいます。

採用においては、エンジニアを中心に新卒採用および中途採

用に力を入れるとともに、経験者やミドルマネジメントレベル

でも外部の優秀な人財を獲得するなど人財の充実を図って

います。こうした人財マネジメントの仕組みを確実に運用す

るため、経営層による人事会議で人財の特定、育成計画の立

案と実行、後継者計画の策定を行っています。経営層自身も

候補者との対話に積極的に参画しています。こうした戦略的

人財マネジメントはグローバル共通の枠組みのもと、地域・

部門間で連携して進められています。

*1　その他専門性知識・スキル開発のための研修を、対面やe-ラーニングで100以上整備しています。
*2　日産が開発した課題解決プログラム「V-up」に関する研修
*3　研修実績に関する詳細は社会性データ（P2）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=2

日産の技術や専門特性を伝承する
「エキスパートリーダー制度」

企業の持続的発展には、従業員の専門知識やスキルを中長

期的に高めていくことが重要です。日産では技術系に限ら

ず、購買など非技術系も含めたさまざまな領域での専門性

の強化・発展を目的として、「エキスパートリーダー制度」を

導入しています。制度導入20年目となる2025年度には、86
の専門領域で51名のエキスパートリーダーと2名のフェロー
が活躍し、各分野で専門性を発揮しながら企業全体の成長に

貢献しています。

全社研修体系図

必修研修
新部長 研修 役割・コンピテンシー

新課長 研修

オリエンテーション、役割・コンピテンシー
人事評価
マネジメント

ダイバーシティ マネジメント
ハラスメント防止

新課長補佐 研修 役割・コンピテンシー
担当 研修 役割 ・コンピテンシー・キャリア

入社3年目 研修 キャリア
新入社員研修 受け入れ研修 ／ e-ラーニング
中途入社者研修 受け入れ研修 ／ e-ラーニング

選択研修・選抜研修 *1

一般層 部課長層

担当 課長代理 課長 部長

対
面 

／
オ
ン
ラ
イ
ン

クオリティ
マネジメント

チーム・リーダーシップ
信頼文化の構築

マネジャー向けコーチング研修
コーチング研修
プロジェクト
マネジメント

イシュー・  
セッティング 
プログラム 
研修*2

V-エキスパート研修*2

V-パイロット研修*2

V-FAST ファシリテーター研修*2

V-up基礎研修*2

従業員の能力開発の実績

日産自動車株式会社の研修実績は社会性データをご参照く

ださい。*3

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=2
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労働安全衛生に関する方針・考え方

日産は、あらゆる事業活動において労働安全と健康を最優先

とする姿勢を明確にし、人の安全と健康を尊重する企業風土

を醸成するため、「労働安全衛生グローバルポリシー」を制定

しています。

同ポリシーでは、共通の価値観として「働く仲間の安全と健

康は全てに優先する」を掲げ、「トップから社員一人ひとりに

至るまで、全員が人間尊重の考え方を共に認識し合い、職場

環境や業務プロセスの最適化、心身にわたる健康増進を積

極的かつ継続的に進め、災害や疾病のない明るく活気ある職

場づくりを推進する」ことを基本方針と定めています。

また、以下の8領域について具体的なポリシーを規定すると
ともに、役員から従業員まで一人ひとりが持つ安全衛生に関

する役割と責任について規定しています。

1. コンプライアンス遵守
2. 安全衛生活動計画とモニタリング
3. 設備、作業計画時の事前安全衛生評価
4. 構内協力会社管理
5. 安全衛生教育、作業指導
6. 災害事故の報告と類似災害事故防止
7. 健康増進
8. 感染症対策

*1　ISO45001：労働安全衛生マネジメントシステムの国際規格

2030年度に向けては、従業員が継続的に安全、安心、健康に
働くことができるいきいきとした職場を維持向上していくこ

とを目指して取り組んでいます。また、取り組みを通じて生産

性の向上だけでなく、より質の高い従業員の幸福の実現とい

う形で社会に価値を提供していきます。

労働安全衛生グローバルポリシーの位置づけ

労働安全衛生に関するマネジメント

国内外の拠点では、「労働安全衛生グローバルポリシー」の

もと、各国政府の指針に沿った労働安全衛生マネジメント

システム（OSHMS）を導入しています。多くの事業所では
ISO45001*1にも対応し、労働安全衛生活動が確実に実施

される体制を整備しています。

毎年2回開催している「グローバル安全会議」では、グローバ
ルでの情報共有や共通課題に関する議論を行っています。ま

た、それぞれのリージョンや事業所ごとにPDCA（Plan-Do-
Check-Act）サイクルを回しています。
日本では、「中央安全衛生委員会」を毎年1回開催し、各事業
所・労働組合代表の出席のもと、「労働安全」「防火」「健康」

「交通安全」などをテーマに活動の振り返り、次年度の活動

計画を決定しています。各事業所では毎月「安全衛生委員

会」にて、労働組合の代表者も参加し活動の進捗管理を行っ

ています。各職場では監督者が中心となり、作業者の中から

選出された「推進員」とともに、日常の安全衛生活動の実効

性を高めています。

さらに、感染症対策の取り組みとして、従業員および関係者

の安全確保を最優先として感染症対策の強化に取り組んで

います。事業継続性を維持しながら社会的責任を果たすた

め、BCPの策定と即時対応体制の構築や感染性胃腸炎蔓延
防止のための講習会などを実施しています。

労働安全衛生グローバルポリシー グローバル共通

リージョン

拠点、事業所、工場
労働安全衛生方針

労働安全衛生
マネジメントシステム

部門、拠点、事業所、工場
労働安全衛生活動計画

目標（結果系） 目標（方策系）
災害件数、出火件数、
メンタル休業者率 等

リスクアセスメント、
安全健康教育、実施率 等

方針管理
内部監査

労働安全衛生労働安全衛生
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労働安全衛生の実績

安全の取り組み

労働安全基準をグローバルに標準化

日産では、独自開発した安全・防火リスク管理診断手法を導

入し、労働災害および出火リスクを積極的に洗い出し、その

対応策を講じています。

安全な職場づくり

労働災害の包括的なモニタリングを行うため、労働災害度数

率（FR1）*1および重度災害件数（GUR）*2をグローバル指標

として採用し、それぞれの進捗を管理しています。労働災害

度数率は、2030年度までに2020年度実績値の半減を目標
とし、毎年の目標を設定しています。死亡事故についてはゼ

ロとすることを目指しています。

2025年度のモニタリングの結果、労働災害度数率は0.76、
重度災害件数は44件を確認し、そのうち死亡災害は1件1名
（日産グループ1名）でした。
グローバル生産拠点で発生した労働災害および出火事故に

ついては、共通の報告基準を定めています。発生拠点の責任

者は速やかに日産自動車株式会社に報告し、発生状況と対応

策を各拠点と共有することで類似災害の再発防止に努めて

います。

未然防止の活動では、全拠点で労働災害や出火リスクを事

*1　労働災害度数率（FR1：Frequency Rate 1）：予め定義された症状を伴う災害の度数率（予め定義された症状を伴う災害件数×1,000,000／総労働時間×1.1）。
*2　重度災害件数（GUR）：死亡災害（G：Grave）、後遺障害を伴う災害（U：Unrecoverable）、後遺症はないが予め定義された症状を伴う重傷災害（R：Recoverable but serious）の件数 

構内（日産自動車株式会社、日産自動車九州株式会社および海外生産拠点）のすべての作業者（構内パートナー企業などの他社従業員、外来者を含む、雇用形態や所属は問わず）が対象。
*3　出典：厚生労働省 政府統計。該当年の休業1日以上又は身体の一部若しくはその機能を失う労働災害による死傷者数が対象。
*4　WBGT: Wet Bulb Globe Temperatureの略。人体の熱収支に与える影響の大きい「湿度」「日射・輻射など周辺の熱環境」「気温」の3つを取り入れた指標。

前に検出し、摘みとるツールとして日産独自の「SES（Safety 
Evaluat ion System）」と「F-PES（Fire-Prevention 
Evaluation System）」を導入しています。決められた評価
基準をもとに職場パトロールを実施し、トップから一般従業員

まで統一した視点で職場に潜む労働災害や出火リスクを検

出する仕組みです。新規プロジェクト開始前や変更発生時に

も同じ評価を行うことで、労働災害や出火リスクの低減に寄

与しています。

生産現場では、作業者一人ひとりが災害リスクに気づき、発

生を未然に防げるよう、日本の事業所では危険予知トレーニ

ング（KYT：Kiken Yochi Training）を2011年から組織的
に継続して実施しており、各職場に広く定着しています。

また、リスクアセスメントの教育を受けた従業員が設備や作

業ごとにリスクを確認し、安全方策につなげる体制を整えて

おり、安全な職場づくりを支えています。

労働災害度数率および重度災害件数（グローバル）

生産ラインの環境改善

「人にやさしいモノづくり」を理念に掲げる日産では、継続的

に作業環境の改善に取り組んでいます。例えば、気温の高い

日の作業現場は身体的負担も大きく、熱中症にかかる危険も

あります。特に作業量が多い職場については、WBGT*4を測

定し工場内の冷風化や給水タイムの設定などを積極的に推

進することで、より快適な環境で作業ができるよう改善して

います。ソフト対策としてアイススラリーの配布や熱中症セ

ミナーを実施するとともに、2024年度からはデジタルデバ
イスを導入し、リスクの見える化による重症化予防策を強化

しました。

44
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健康の取り組み（日本）

基本的な考え方

グローバルポリシーに則り、日産自動車では、従業員の安全

と健康は、個人だけでなく、日産が社会に貢献し続ける企業

として成長していくための重要な課題と位置づけています。

「労働安全衛生グローバルポリシー」である「働く仲間の安

全と健康は全てに優先する」を「健康宣言」として、従業員の

健康を、経営的な視点で考え戦略的かつ愚直に施策を実践

することで「健康経営®」*1を実現していきます。

日産自動車の「健康経営」

*1　「健康経営®」は、ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。
*2　健康に関する指標の詳細は社会性データ（P2）をご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=2
*3　健康の取り組みの詳細はこちらをご参照ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HEALTH/HEALTH_MANAGEMENT/

健康推進体制

日産自動車の健康推進は、日産自動車健康保険組合（事業所

健康推進センター）、東京海上日動メディカルサービスなど

医療の専門職と、人事本部、各事業所の安全健康推進部署お

よび関連部署が、従業員の心身の健康のため、協働して活動

を推進しています。

健康課題への取り組み

日本国内では、従業員の健康推進のため、休業率（フィジカ

ル、メンタル）を主要指標として設定し、進捗をモニタリング

しています。*2 健康推進体制のもと、従業員の健康状態を
データで見える化し、分析・予測して、従業員の健康推進活

動や個別の改善プログラムを実施しています。より効果的な

取り組みを行うため、自社の健康課題を可視化する健康経営

戦略ＭＡＰを作成し、全社共通の取り組みを促進しつつ、事業

所ごとにブレークダウンした戦略ＭＡＰを作成することで、地

域性や事業所の特性をいかした健康推進活動を行っていま

す。また、健康推進活動のマネジメント強化のため、健康経営

に関する会議を体系立てて実施しています。

健康経営、外部評価などの詳細はウェブサイトをご参照く

ださい。*3

休業者千人率実績
2025年度目標値 2025年度

フィジカル休業者千人率 6.6以下 6.0

メンタル休業者千人率 9.9以下 8.8

堅実に取り組むフィジカルヘルスケア

日本国内におけるフィジカルヘルスは、下記に注力をして

います。

2018年より40歳未満への若年層に対し生活習慣病予防教
育を継続的に行っており、参加率98％を維持しています。ま
た、従業員の高齢化に伴う健康課題のため更年期セミナーを

実施。全年齢に対する健康サポートを行っています。

「コロナ禍で増えた体重減」の活動により、肥満率は改善傾向。

また、口腔ケアや熱中症予防としての食事面の取り組みなど、

組
織
力

個
人
資
質

共通の価値観 働く仲間の安全と健康は全てに優先する

メンタル
の健康

フィジカル
の健康

リスク管理

生産性向上

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン
安全・安心・衛生的な職場

個人の
パフォーマンス向上 組織の

パフォーマンス向上

食事 / 睡眠 / 運動
禁煙

ストレス耐性

新しい働き方
健康促進

職場風土改善
環境整備

一人ひとりが
いきいきと
働く企業

一人ひとりが
いきいきと
働く企業

企業価値の向上
業績の向上

企業価値の向上
業績の向上

社会への貢献社会への貢献

病
気
の
未
然
予
防

従業員 管理監督者
人事
安健
健保

専門機関
医療機関

病
気
の
早
期
発
見

病
気
の
治
療

3次予防

2次予防

1次予防
ならないために

なりそうなら

なったら

コロナ禍課題への健康増進活動

精検受診の徹底促進

両立支援の充実

健診結果における事業所特有課題に即した
ハイリスクアプローチ

ヘルスリテラシー向上活動
・健康アプリ[Pep Up]の導入、活用
・運動・睡眠・食事へのアプローチ
・禁煙活動

定期健康診断結果に基づく健康指導の充実
・特定保健指導
・アンダー40歳の健康推進活動

コラボヘルスによる予防

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
に
よ
る
予
防

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/LIBRARY/SR/2026/ASSETS/PDF/DB26_J_social_data.pdf#page=2
https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HEALTH/HEALTH_MANAGEMENT/
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さまざまな角度から健康活動を全社で推進しています。さらに

2024年度から運動に焦点を置き活動を実施しています。

2023年度にはDEI推進活動の一環としてセルフケアサポー
ト「Cradle」導入、自分の健康のために予防も含め利用でき
る「ライフサポート休暇」の新設など、会社として包括的な活

動により休業者減を実現しつつ、健康への意識向上による病

気の未然防止など、フィジカルヘルスケアに堅実に取り組ん

でいます。*1

包括的なメンタルヘルスケア

日本国内におけるメンタルヘルスには、下記の特徴があ

ります。

【EAP*2における「4つのケア」「1-3次予防」の実現】
＊ストレスチェックの実施による「セルフケア」の充実

＊社内アンケート結果に基づく職場風土改善活動 
「ラインケア」の促進

＊層別のケア「ゾーンケア」の新規導入

*1　フィジカルヘルスケア活動の詳細についてはこちらをご覧ください。　https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HEALTH/HEALTH_MANAGEMENT/ASSETS/PDF/strategy_map_jp.pdf
*2　EAP：Employee Assistant Programの略。従業員支援プログラム

＊復職支援プログラムの徹底

＊社内リワークによる再発予防の強化

社内アンケートによるストレス度の解析により、職場風土の

改善であるラインケアを長年積極的に取り組んできました。

また、組織分析結果の報告会は全部門で実施しており、近年

は部門、部署単位にこだわらず、小単位での報告会を行うこ

とで改善活動の拡大につなげています。

組織分析の解析と活動を進める中で、近年のメンタル休業者

状況、およびストレス度の層別解析により、一部の層へのケ

アの必要性が明らかとなりました。日産ではそのケアを『ゾー

ンケア』と命名し、昨今の活動は以下を実施しています。

・新卒、中途入社者へのお悩み相談窓口体験

・間接業務従事者へのオンラインセッション

・直接員の若年層懇談会、セッション

・工長ゾーンケアとしての懇談会、コーチング活動

特に若年者のサポートとしてお悩み相談窓口体験を年1回入
社3年目までに実施し、メンタル不調者の早期発見にもつな
がっています。2023年度からは対象者を拡大して従業員ケ
アを強化しています。

また、2019年より従業員向けのメンタルヘルスサポートとし
てのセルフケア研修を、管理監督者・管理者向けにラインケ

ア研修を実施しています。

セルフケア・ラインケア研修 （年度）

2023 2024 2025

セルフケア研修参加率（%） 96.2 97.4 97.2

ラインケア研修参加率（%） 93.5 96.5 95.2

教育/学習機会
ストレスチェック
カウンセリング

教育/学習機会
ストレスチェック
カウンセリング

職場復職プログラム
再発防止面談

病気の
未然予防

従業員
セルフケア

管理監督者
ラインケア

人事・安健・
健保

ゾーンケア
専門機関
医療機関

早期発見
治療

疾病管理
職場復帰
再発予防

・ストレスチェック
報告会
・職場懇談会
・上司相談会
・勉強会
・お悩み相談窓口
・工長ゾーンケア

4つのケア

1
〜
3
次
予
防

3次予防

2次予防

1次予防

ならないために

なりそうなら

なったら

職
場
風
土
改
善
活
動

ラインケア

セルフケア

ゾーンケア

これまでの
職場改善活動

の軸

上司

部下

同じ立場、環境の層別に
気持ちが吐露できる、横連携、共感できる

機会の創出を根幹においたケア

例えば

入社3年目まで
直接員の女性層
指導員層 など

例えば

工長層
課長層 など

セルフケア、ラインケア（縦軸）に加え、ゾーンケアとして層別、
横軸のメンタルヘルス改善へ取り組む！

https://www.nissan-global.com/JP/SUSTAINABILITY/SOCIAL/HEALTH/HEALTH_MANAGEMENT/ASSETS/PDF/strategy_map_jp.pdf
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